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はじめに 
 
団塊の世代が全て 75歳以上となる 2025年に向け、たとえ介護が必要になっ

ても住み慣れた地域で、安心して自分らしい生活ができるように、医療・介護・

予防・住まい・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築が

喫緊の課題となっています。 
こうした中、高齢者の地域における新たなリハビリテーションのあり方とし

て、個々の高齢者の状態に応じた「心身の機能回復」「活動の促進」「社会参加」

といった流れに対応した生活期におけるリハビリテーションを充実するととも

に、新たな介護予防・日常生活支援総合事業など、地域で高齢者を身守り支え

る仕組みづくりや、リハビリテーション専門職を幅広く活用した予防重視型の

介護予防を推進し、自立支援への対応を強化することが求められてきます。 
県では、これまで「地域リハビリテーション推進のための行動指針」に沿っ

て、高齢者がいつでも、どこでもリハビリテーションを受けられる体制を目指

して取り組んできましたが、病院などを退院後の地域における生活期のリハビ

リテーションが円滑に受けられる仕組みや、担い手の育成などが課題となって

います。 
このため、市町村をはじめ県や関係機関・団体が連携を密にし、地域包括ケ

アシステムの構築に向けて、高齢者や障害者の希望に添った適切かつ効果的な

リハビリテーションの提供が出来るよう、「本人の想いを中心とした地域リハビ

リテーション行動指針」を策定しました。 
今後、この指針を市町村をはじめ、地域包括支援センターや地域リハビリテ

ーション広域支援センターなど、保健・医療・福祉・介護のそれぞれの場で御

活用いただき、地域リハビリテーションを一層推進していただけますようお願

いいたします。 
 
 
 
平成 27年 3月 

山梨県福祉保健部長   山下 誠 
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第１章  

地域リハビリテーションに関する基本的考

え方 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（地域リハビリテーションを進める 4つの地域社会開発アプローチ） 

この①と②の混合型が現状ですが、①と②を含め③や④を目指した展開を進め

ます。 
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１ リハビリテーション実施の前提 

 生活の基盤が安定し疾病構造が感染症から生活習慣病へと変化している中で、

人々の価値観は多様化し、「健康観」も様々で幅広いものとなっています。 
 しかし、「健康とは、単に疾病や虚弱でないということではなく、身体的、精

神的、社会的に完全に良い状態である。」と世界保健機関（WHO）では定義し
ており、本指針においても、この定義に基づき「健康」を捉えています。 
 今日、リハビリテーション ※1 の対象者は、多くが慢性の疾病や、何らかの
障害を抱えて生活をしていますが、疾病や障害と共存し、誰もが共に健康の保

持増進を図って行くためには、「疾病や障害があっても健康な生活ができる。」

ことが前提となります。 
 

２ リハビリテーションの概念 

 リハビリテーションは、疾病や障害があるため、困難な生活を余儀なくされ

た人が、障害等がある前の生活、あるいはそれに近い、可能な限り質の高い生

活へと復帰していくことであり、「生活の再建」ともいえます。 
WHO(1981)は、「リハビリテーションとは、能力障害あるいは社会的不利を

起こす諸条件の悪影響を減少させ、障害者の社会統合を実現することを目指す

あらゆる処置を含むもの」とし、生活環境や社会全体に介入することを示唆し

ています。 
また、WHO(1980)は、リハビリテーションに対する障害の国際障害分類

（ICIDH）として、①機能・形態障害（impairment）②能力障害（disability）
③社会的不利（handicap）の三つに分類し、総合的に障害の予防を実践してい
くこととしていましたが、2001 年に国際障害分類を ICF ※2（International 
Classification of Functioning, Disability and Health）に改訂しました。 
 従来の ICIDHは、障害概念のモデルとして広く普及していましたが、新しい
ICFは、健康とそれに関連する諸状態を現しています。 
 ICF は、人間の生活機能・障害・健康の国際分類の考えとして、個人の健康
状態は「心身機能・身体構造」「活動」「参加」の機能状態の相互作用として捉

え、健康に問題があれば各々の次元で機能障害、活動制限、参加制約の障害が

起こるとしています。 
 個人の生活機能は健康状態と背景因子（すなわち環境因子と個人因子）との

間の相互作用として捉えています（図-1参照）。 
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ICFの構成要素間の相互作用 

３ 地域リハビリテーションの概念 

 地域リハビリテーション ※3 は、高齢者や障害がある人々が住み慣れた地域
で生活が送れること、つまり、ノーマライゼイション ※4 を基本理念とし、保
健・医療・福祉・介護及び生活に関わるあらゆる人々がリハビリテーションの

立場から行う活動です。 
高齢者については、脳卒中や骨折等による障害、配偶者との死別といった環

境の変化等をきっかけに閉じこもりがちとなったり、老化による心身の機能低

下も加わって、いわゆる廃用症候群 ※5 と呼ばれる状態となり、寝たきり状態
になることが多くあります。 
これらを防止するためには、発症前から予防を重視し、障害発生時には主に

医療機関で行われる急性期や回復期のリハビリテーションと、退院後に在宅あ

るいは施設で行われる生活期のリハビリテーションが継続して行われることが

必要になります。 
 そして、人が安心して生活するためには、医学的リハビリテーションも踏ま

え、生活への関わりを重視した、保健・医療・福祉・介護に関わる人々や、住

民やボランティアまで含めたあらゆる人々が参画する地域リハビリテーション

の体制が求められています（図-2参照）。 
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４ 地域リハビリテーションのアプローチ 

(1)地域リハビリテーションの進め方 

地域リハビリテーションと CBR ※6（community- based-rehabilitaition） 
とは、同義語に使われており、４つのアプローチがあります。 
４つの地域社会開発アプローチ    （図-3参照） 
 【久野研二：解説 CBR 。P4~9 （社）日本理学療法士会 国際部 1997】 
①施設（専門職）中心型アプローチ （For The People） 
 【病院や施設、学校で治療や訓練を中心に据えたアプローチ】  

 
 
障害者はこのサービスの受益者であり、 
人々の参加は喚起されていません。 
 

 
 
 
②巡回型アプローチ        （To The People） 
 【リハビリテーション専門職が障害者宅へ行く、巡回するアプローチ】 

 
 
リハビリテーション専門職による技術 
提供であり、現在は①と②の混合型と 
して提供されています。 

 
 
 
 
③地域社会中心型アプローチ    （With The People） 
【地域の人々と専門職が協力して評価、実施するアプローチ】 
 
専門職が動機づけを行いますが、問題 
解決のための主体者が専門職から障害 
者を含んだ地域社会へと役割転換が行 
われます。何よりも専門職自身の認識 
が鍵です。 
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④地域社会自治型アプローチ     （By The People） 
【自治をできる地域社会に対して問いかけるアプローチ】 
 
 
地域の状況にもよりますが、①や②も 
含め、③から④へ意識的に働きかける 
視点が重要です。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
(2)個々の対応の基本姿勢 
地域リハビリテーションを推進するためには、基本的な倫理や援助の基本姿勢

が重要になります。 

○人権の尊重や擁護：地域社会において人権を侵害されることなく、生活を支援

 　　　 WHO、ユネスコ、ILOは、「“コミュニティベースド・リハビリテーション（CBR）は地域社会開発における、障害のリハビリテーション、

　 　機会の均等化、社会統合のための戦略の一つである”」と定義しています。同様に多くのCBR実験機関も、CBRを障害（者）問題解決

　　 を通した地域社会の開発戦略であると定義しています。

        ここでは、この地域社会開発の視点から障害者のリハビリテーションの４つのアプローチは、次のとおりです。

　　　認定されたサービス 　　　柔軟性のあるサービス    フリーハンド

施設 施設 施設 施設

　　　　　コミュニティー 　　　　　コミュニティー 　　　　　コミュニティー 　　　　　コミュニティー

　　（1）　施設中心型 　　（2）　巡回型 　　（3）　地域社会中心型 　　（4）　地域社会自治型

　　　　　　　　　　（○／●：専門家　☆／★：サービスやプログラム　□◇△▽：地域社会の人々）

　　（2）巡　　回　　型 （4）　地域社会自治型

   　　　　　　 WITH  the people    　　  BY the people

注）文献18（池住義憲氏の講演）を主に文献10を参考に作成

←（マンパワーとしてのみ参加）

←

←

→

→

→

対象

　　とサービスを有している

      FOR the people     TO the people 

（3）地域社会中心型（1）　施設（専門職）中心型　　　

←
共同して自分たちの生活を評価

するパートナー

←

←

←実施主体

管理・運営

サービス供給

４つの地域社会開発アプローチ

主体として参加

生活が中心に捉えられている

既存の社会構造の変革を目指している

基礎となってい
る  考  え  方

特　　　　　　徴

非参加型

サービス提供が主体

現状の社会構造維持

→

支援者

カタリスト

変化を促す人

ファシリテーター（啓発者）

共同として管理・運営

協働者

形　　　　　態

アプローチ

施設と専門家の
役　　　　　　　割

地 域 社 会 の
人 々  の 役 割

管理・実施者

評価者

決定の主体

地域社会の人々は自分の地域社会の発展に向け

判断し、行動する知恵と技術とを有している

←

←

←
専門家とその施設が必要な技術

患者

目的

(図-3)
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することや人権を擁護することが求められます。 
○公平・中立性：すべての人に対しても公平で中立性を保つことが重要です。 
○個人情報の保護：個人情報を関係機関に連絡する場合、あらかじめ文書や同意

を得る必要があります。 
○自立支援：生活の主体者は対象者であり、援助者は主体ではありません。 
「身体的・精神的な障害のある高齢者であっても、可能な限り、その人のもつ

人生観や価値観に即した生活が主体的に送れるよう、その人の自立を社会的

に支援することが介護サービスの基本」とされています。（五訂介護支援専門

員実務研修テキストより H24.12ｐ12）   
(3)地域リハビリテーション関係者の共通認識 

地域リハビリテーションの目的を達成するためには、関係者が、保健や医療、

福祉、介護、教育、職業や生活に関わるあらゆる分野との連携を図り、包括的な

サービスが提供できるよう努めることが重要です。 

 平成８年に厚生省の地域リハビリテーション活動評価マニュアル作成研究班

は、「地域リハビリテーションコーディネーター活動マニュアル」を作成し、こ

の中で、「コーディネーター」の役割として、「一個人を支えるために行う調整

などの役割を担うとともに、その個人を通して地域社会のサービスを統合もし

くは創造し、ひいては地域社会そのものを醸成する役割を担うもの」と説明し

ています。この活動には「調整という個人に直接関係する活動」と、「地域社会

に対する活動」という二つの側面に対する役割を担うとされています。 
地域で関わる専門職は、この二つの側面を持つ活動ができる力をつける必要

があり、地域リハビリテーション関係者の共通の認識となることが重要です。 
(4)地域リハビリテーションの活動の展開 
①直接的支援活動  
現在、地域で展開されている活動は、4つの地域社会開発アプローチの中で、

施設（専門職）中心型アプローチと巡回型アプローチが中心です。しかし、よ

り良い生活の質を実現するためには、適切なサービスを利用し、地域で必要な

資源を有効活用する仕組みが必要ですし、既存のサービスだけでは、生活の質

の実現には近づけません。例えば、家の中で自立をしていても、外に出られる

機会や地域に通える受け皿がなければ、自ずと行動範囲は限られてしまいます。 
このため、地域への働きかけを含めた地域づくりを視野に入れた活動として、

地域社会中心型のアプローチや地域社会自治型アプローチが重要になります。 
具体的には、介護予防においては、住民主体による要支援者を含めた自主的な

通いの場づくり（介護予防・生活支援サービス事業）の他に、趣味活動などを

通じた居場所づくりとしての通いの場づくり（一般介護予防事業）など、幅広

い自立を支援する内容が求められます。 
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②組織化活動 
  活動を継続的に実施するには、個々の活動の組織化や団体・関係機関との

連携が重要です。組織化活動は、特定の仲間内だけの関係から、継続的かつ

効果的な活動の広がりに期待ができます。このことは、NPOや民間企業、地
域住民とともに協働していくネットワークの構築にも繋がります。  
市町村が行う地域関係者が集まる地域ケア会議や、医療と介護の関係者によ

る協議会、多職種による事例検討会などと連携することで、顔の見える関係が

増え効果的な活動に繋がります。 
③教育啓発活動 
  リハビリテーションの重要性を専門職が知っていたとしても、本人や家族、

その人を取り巻く地域の人々が知っていなければ、本人の生活の広がりや質

の向上にはつながりにくくなります。このため、寝たきりの状態になること

を予防することや、介護を要する状態になることを予防する上で、リハビリ

テーションが果たす役割など、広く啓発することは重要です。 
  例えば、自立という言葉も、介護を必要な人にどのような支援が自立に通

じるのか、必要なことを理解して介護するのと、ただお世話するのでは、そ

の後のその方の自立の広がりに差が生じてきます。 
このように、広く県民がこのリハビリテーションの重要性を理解し、地域で

共に支え合う地域リハビリテーション活動を進めるためにも、教育啓発活動は

重要になります。 
（例） 
・これから自身の生活への想いを形にする、「私の暮らしのシート」※7 （図-4）
を活用し、自立支援の仕組みを普及啓発。 

・「リハビリテーション週間事業」※8 を実施し、リハビリテーションの普及啓
発。 

・様々な機会をとおし、多くの関係者に教育啓発を進めていきます。 
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                                （図-4） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

【想いを知り、情報の共有化へ】 

 

 

 
 

 

 

資料編ｐ75～78参照 
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第２章  

本県における地域リハビリテーションの現

状と課題 
 

 

 

 
（H26年度地域リハビリテーション広域支援ンセンターの設置状況）
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小菅村甲斐市

甲州市

市川三郷町

富士河口湖町

中央市

北杜市

甲府市

昭和町

中 北 圏 域

峡 東 圏 域

峡 南 圏 域

富士・東部圏域

中北地域リハビリテーション広域

支援センター

（竜王リハビリテーション病院）

峡東地域リハビリテーション広域

支援センター

（甲州リハビリテーション病院）

富士・東部地域リハビリテーション広域

支援センター

（ツル虎ノ門外科リハビリテーション病院）

峡南地域リハビリテーション広域

支援センター

（しもべ病院）



10 
 

1  県内の地域リハビリテーションの現状と課題 

本県の医療機関や介護保険施設でのリハビリテーション体制は 10年前より進
み、リハビリテーションを担う専門職も、人口 10万人対では全国平均を上回っ
ています（表－1）。 

病院・一般診療所における従事者数（各年 10月 1日現在：人）  （表－1） 

資料：医療施設調査・病院報告（厚生労働省）              従事者数は常勤換算後の数 

リハビリテーション体制を進める上で、地域の関係団体として、特に、県リ

ハビリテーション病院・施設協議会、県理学療法士会、県作業療法士会、県言

語聴覚士会などが中心に、県内の地域リハビリテーションを進めていますが、

３士会[理学療法士（PT）・作業療法士（OT）・言語聴覚士（ST）]合同のリハビ
リテーション専門職合同学術大会等を開催するなど、各職種間の連携も進んで

います。 
このように、関係団体等の協力を得る中で、県では、県リハビリテーション

支援センターや各 4 圏域における地域リハビリテーション広域支援センターを
中心に、県内の地域リハビリテーション体制の構築を進め、①リハビリテーシ

ョン相談の実施②地域リハビリテーション連絡会の開催③地域リハビリテーシ

ョン実践研修会の開催④市町村支援事業（図-5）を進めています。 
                                （図-5） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
区 分 
 

山 梨 県 全   国 
Ｈ２０ Ｈ２５ Ｈ２０ Ｈ２５ 

従事者数 人口 10

万人対 

従事者数 人口 10

万人対 

従事者数 人口 10

万人対 

従事者数 人口 10

万人対 

理学療法士 437.3 50.4 554.7 65.6 45,358.3 35.7 61,720.6 48.5 
作業療法士 317.8 36.6 422.1 49.9  26,261.3 20.7 37451 29.4 
言語聴覚士 93.9 10.8 125.5 14.8   8,583.3 6.8 12,536.1 9.8 

H25年峡東地域リハビリテーション広域支援センター活動報告より 
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また、平成 24年度・25年度に県内の医療機関において、先進技術を活用した
ロボットスーツ HAL○R  ※9 の効果的な活用等についての検証を図り、平成 26
年度には、地域リハビリテーション広域支援センターの 3 医療機関でもロボッ
トスーツ HAL○Rを試用し（写真-1）、介護ロボットの普及に向けた取り組みを進
めています。 

 
 
 
 
 
 
自立支援を進めるためには、リハビリテーションは、決して専門職だけが関

わるものでなく、施設や在宅の介護職や家族が、リハビリテーションの視点を

踏まえ、生活の場で自立支援に向けて支援することが重要です。 
このため、自立支援のリーダーを育成するため、平成 23年度より 3年間、介

護職員と施設長を対象とし、PT・OT・STを講師に年 8回の継続研修会として
介護職場自立支援リーダー研修（写真-2）を開催しました。平成 26年度以降も、
県立介護実習普及センターにて、介護職場のリーダー研修として PT・OT・ST
による自立支援の研修が継続されています。 

 
 
 
 
 
 
また、住民が自宅や身近にある公民館などで、仲間と共に自立に効果のある

体操などを行うことも大切であることから、慣れ親しんだ音楽に合わせて、口

腔を含め、全身を動かす介護予防体操として、県 ST士会を中心に、県歯科医師
会、県 PT士会、県 OT士会の協力を得て「ニコニコ長生きやまなし体操」※10
（写真-3）を作成し、各市町村、地域包括支援センターを始め、県内の全介護保
険事業所に CD版、DVD版を提供し、活用を促進しています。 

 
 
 
 
 
 

写真-3 

写真-2 

写真-1 
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こうした取り組みの一方で、入院患者が退院してからの支援や在宅における

予防活動、地域リハビリテーションの支えは、医療的リハビリテーションサー

ビスに比べ不足しています。 
このため県は、県内のリハビリテーション専門職を市町村事業に活用するた

めに平成 24年度から、PT・OT・STバンク ※11 （図-6）の運用を始めていま
すが、多くの市町村における活用に結びついていないのが現状です。 
また、リハビリテーションの関係者は、PT・OT・ST が中心と思われがちで

すが、関わるスタッフは多くの関係者が必要です。例えば口腔ケアの場面では、

歯科医師や歯科衛生士をはじめ管理栄養士など、様々な専門職種が関わりケア

を進めていくことが重要です。多くの専門職が、必要に応じ関われる体制や連

携は不十分な現状です。今後、高齢者を取り巻く環境や疾病が多様化する中で、

認知症のケアをはじめ、老老介護の問題など多くの課題があります。このため、

関係者が連携を図り、家族や地域の住民の協力を得ながら、共に地域包括ケア

の体制を構築していくことが急務になります。 
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２ 地域リハビリテーション実態調査による課題のまとめ 

平成13年12月と平成23年1月に実施した県内のリハビリテーションに関す

る10年間の比較調査（資料編-1）による（一部抜粋）。 

 
リハビリテーションを受けることになった原因疾患で最も多い疾患は、「脳血

管疾患」だが、平成 23年ではその割合が減少し、「脊椎疾患」「骨折」が増加
した。 

 
【課題】リハビリテーションを受ける疾患は、特定の疾患に止まらず幅広く広

がっている。このため、退院後の受け皿には、幅広いリハビリテーショ

ンの対応が求められている。 
 
リハビリテーションを受ける年齢は後期高齢者が多く、平成 23年の割合は 
後期高齢者群が 6割を越えた。 

 
【課題】リハビリテーションを受ける人は 75歳以上の方が多く、介護保険制度

を受ける割合が高い階層である。 
 
リハビリテーション施設は、平成 13年には一部の圏域に集中していたが、平
成 23年には県内の各圏域にも広がりつつあるが、一部のサービスは不足して
いる。 

 
【課題】リハビリテーションを行う施設（医療機関・介護保険施設）は、県内

に広がりつつあるが、一部のサービスは不足している。 
 
二次予防事業対象者は増加したが、事業参加者は 7.60％に減少した。 

 
【課題】介護予防の必要な人は増加しているが、必要な介護予防事業が提供さ

れていない。このような反省を踏まえ、国は次のことを指摘している。 
 ○リハ職等を活かした介護予防の機能強化 
  例 リハ職等が住民運営の通いの場において、参加者の状態に応じて、安

全な動き方等、適切な助言を行うことにより、生活機能の低下のかか

わらず、様々な状態の高齢者の参加が可能となる。等 
○住民運営の通いの場の充実 
 例 市町村が住民に対し強い動機付けを行い、住民主体の活動的な通いの場

を創出する。等 
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○高齢者の社会参加を通じた介護予防の推進  
  例 定年後の社会参加を支援する等を通じて、シニア世代に担い手になっ

てもらうことにより、社会的役割や自己実現を果たすことが、介護予

防につながる。 
 
 
 

  【課題】高齢者が増加し、リハビリテーションによる疾患が多岐に渡る中、退院

後の生活をはじめ、生活期においても「心身機能」「参加」「活動」へのア

プローチが重要であり、閉じこもりや廃用症候群への関わりなど専門職の

有効活用が必要である。 

   

 

 

 
【介護保険法の基本理念】                    （参考）  
介護保険法第 4条（国民の努力及び義務） 
第四条 国民は、自ら要介護状態となることを予防するため、加齢に伴って生

じる心身の変化を自覚して常に健康の保持増進に努めるとともに、要介護状

態となった場合においても、進んでリハビリテーションその他適切な保健医

療サービス及び福祉サービスを利用することにより、その有する能力の維持

向上に努めるものとする。 
２ 国民は、共同連帯の理念に基づき、介護保険事業に要する費用を公平に負

担するものとする。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

PT・OT・STの人数は増加したが、市町村事業への活用に結びついていない。 
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第３章  

地域リハビリテーション推進の基本目標と

基本方針 
 
 
 
 

 
（平成 26年度身延町介護予防教室脳力アップ教室活動記録より） 
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１ 基本目標 

 
本人の想いを中心とした、「自助」や「互助」を延ばし、いつでも、どこでも必

要な人が適切なリハビリテーションを受けられる体制を促進し、自立を目指し

た保健・医療・福祉・介護サービスが提供できる体制を目指します。 
 

２ 基本方針 

 
①高齢者それぞれの状態に応じたリハビリテーションが、急性期、回復期、生活 
期をはじめ、予防期を含めた各時期に適切かつ円滑に提供されるよう、その内

容の充実を図るとともに、地域リハビリテーションの提供体制の整備を図りま

す。 
②高齢者自身が主体となり想いどおりの生活を描けるよう、関係機関や団体が、

高齢者本人や地域の住民に対し自立支援を働きかけていく。 
③広く県民がリハビリテーションを活用し、生活に役立つことを認識できるよ

う周知啓発を図ります。 
 

３ 地域リハビリテーション推進のための８つの方策 

(1)障害の発生予防の推進 
 
障害の発生を予防することが大切であるとともに、高齢者のライフステージに

応じたリハビリテーションが、継続的に提供できる支援システムを地域に創っ

ていくことが必要です。 
平成 26 年 4 月「山梨県高齢者福祉基礎調査」によると、本県における在宅

寝たきり高齢者は、7,653 人で、前年より 112 人増加しています。また、平成
26年 9月の介護保険認定件数では、第 2号保険者の特定疾病別内訳は、脳血管
疾患が 57.1％を占めています。 
更に、高齢社会の進展とともに、認知症高齢者は 24,263人になり高齢者人口

の 10.6％を占め、前年より 911人増加していますが、より軽度の方や予備群も
含めると高齢者の 4人に 1人を占めるとの推計も出されています。 
こうした状況を踏まえ、要介護状態にならないための介護予防や認知症予防対

策を一層推進していく必要があります。 
要介護認定者の内、軽度者の原因疾患は高齢者の活動性の低下による廃用症

候群による要因が高く、また、認知症の危険因子として運動不足、高血圧や糖

尿病、飲酒過多などが指摘されています。このため、市町村は、生活習慣病の

予防と介護予防を両輪と捉え、働き盛りの内から対応が求められています。 
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また、高齢者が閉じこもりや何らかの支援を必要とする者の二次的な障害の

予防として、高齢者が容易に通える範囲に通いの場を住民主体で展開すること

や、住民自身が積極的な参加と運営を進めることは高齢者の自律にも繋がりま

す。この住民運営の通いの場の参加者に対し、参加者の状態に応じて、無理の

ない安全な動き方等、適切な助言等を進め、高齢者の生活行為の低下を防ぐこ

とや地域の拠点に参加できる仕組みが必要です。 
このように、障害の発生予防をはじめ、地域の通いの場へのマンパワーの支

援に対して、幅広い専門職の活用が考えられます。 
このため、県は PT・OT・STバンクの活用を働きかけると共に、リハビリテ

ーション専門職を活用した住民主体の介護予防の推進や、地域型認知症予防プ

ログラム ※12 の普及促進に取り組む市町村に対し支援します。 
(2)発症当初からリハビリテーションが受けられる体制の強化 

 
自宅で閉じこもりや参加や活動しないことから起こる廃用症候群の予防や、疾病

や障害の治療に併せ、可能な限り早期からリハビリテーションが提供されること

が重要です。 
疾病の発症後の治療に併せ、可能な限り早期からリスク管理に重点を置くと共

に、廃用性の予防を主としたリハビリテーションが重要です。 
このため、急性期からリハビリテーションを提供し、他部門や他機関との連携

を強化するために、専門的なリハビリテーション知識・技術の向上を進めていく

必要があります。 
今後、地域包括ケアシステムの構築に向けた医療と介護の連携指針 ※13 を踏

まえ、各機関、各職種が連携を強化します。 
(3)継続的な支援システムの確立 

 
予防期を含めた急性期から回復期、生活期へと遅滞なく効率的に継続的に実施さ

れることが必要です。 
地域リハビリテーションは、高齢者や障害者に対し、保健・医療・福祉・介護

及び生活に関わるあらゆる人々がリハビリテーションの立場から行う活動ですの

で、包括的に、継続的にそして体系的に対応する必要があります。 
このため、急性期・回復期・生活期・予防期の各期リハビリテーションについ

て、継続的な支援システムを作る必要があり、①情報の共有②質量の充実を進め

ていきます（図-7）。 
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▲急性期・回復期のリハビリテーション 
 疾患やリスク管理に重点を置き、発症後、治療と併せ可能な限り早期に二次

的障害を予防し、円滑な自宅復帰が可能となるように、能動的な機能回復を中

心とした各種のリハビリテーション医療を行います。 
 特に、回復期においては、「寝たきり予防」と「自宅復帰の促進」が主な目的

です。 
 このため、①「実用歩行」自立の重視②「寝たきり予防」の重視③病棟での

ADL訓練の重視（「できる ADL」と「している ADL」※14 両面への関わりの
促進による自立）を進めます。 
 また、平成 26 年 4 月の診療報酬改定で、「地域包括ケアを支援する病棟（地
域包括ケア病棟）」※15 が新設され、急性期からの受け皿や、在宅復帰するた
めの機能などをもつ病棟の創設により、今後、医療間連携をはじめ、医療と介

護の連携がより重要になります。 
▲生活期のリハビリテーション 
 急性期及び回復期のリハビリテーションに引き続き、高齢者の体力や機能の

維持若しくは改善、生活環境の整備、社会参加の促進、介護負担の軽減などに

努め、高齢者の自立生活を支援することを目的としたリハビリテーションを提

供します。 
この自立生活には、「している ADL」の向上を目指す ADL・IADL に対する

支援が必要です。また、生活期のリハビリテーションは、これからの自分がど

のような生活をしていくのか・本人の想いを中心に、多職種が協働する働きが

重要です。また、環境要因への配慮に止まらず、なかなか声を出しにくい生活
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者へのマネジメントを進めていく必要もあります。 
また、通所や訪問のリハビリテーションでは、活動と参加に焦点を当てたリハ

ビリテーションの推進が重要になります。（図-８） 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（H27年度介護報酬改定関係資料 全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料より） 

 
国は、平成 26 年に「高齢者の地域におけるリハビリテーションの新たな在り

方検討会」を設置し、生活期リハビリテーションにおける、通所系・訪問系の在

り方や医療保険と介護保険との連携について検討を進めました。 
この中で、生活期リハビリテーションは、リハビリテーション機能の特性を活

かしたプログラムの充実や、生活行為改善リハビリテーション、利用者のニーズ

把握票（図-9）など、新たな様式を含め生活期の具体的な対応の仕方を示してい
ます。 
 また、質の高いリハビリテーションの実現のため、生活期リハビリテーション

(図-8) 
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マネジメントの再構築や利用者主体の日常生活に着目した目標設定など新たな

提示をしています。  
  本県では既に、地域包括ケアシステムの構築に向けた医療と介護の連携指針の
中で、連携ツールとして「私の暮らしのシート」を提案し、平成 26年度現在他
の連携ツールも含めますと 13市町村で活用されています。今後とも本人の想い
を中心とし、多職種の連携を図り、生活期のリハビリテーションを充実して行き

ます。 
                                 (図-9) 
 
 

（図-8） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（H26年 11月 6日第 4回高齢者の地域におけるリハビリテーションの新たな在り方検討会資料より） 
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▲予防期のリハビリテーション 
加齢による機能の低下、活動性の低下や廃用性の機能低下を防止し、地域の中

で活動性の高い生活や閉じこもりを防ぐ各種の事業等、自立した生活を維持する

ことを目指します。 
  前述の「障害の発生予防の推進」で記載したとおり、住民が主体的に介護予防

に参加できる仕組みや、身近な地域で受け皿を作れるよう、住民と市町村、関係

者で、地域への働きかけを進めていくことが重要です。 
(4)社会参加・心身の自立の推進 

 
何よりも、高齢者自身が身近な生活の中で、望むこと・目指したい生活を想い、

高齢者本人が主体となり、地域に参加することを進めます。 
 
障害がある者も健常者と同じように、社会参加ができる社会を目指します。こ

のことは、障害にとらわれることなく、自らの想いを遂行することや、社会や活

動に参加できることを主眼としたリハビリテーションの展開を図ります。1970年
代に展開された IL 運動※ 16 の思想に照らし、障害者の自己実現への要求を支
える社会的リハビリテーションを進めます。 

(5)介護者への支援体制の促進 
 
  介護者への支援体制として、相談や研修体制の充実をはじめ、家族会への支援を
関係機関・関係団体と連携を図り進めます。 
  
市町村・地域包括支援センターや地域リハビリテーション広域支援センター等

における相談体制の充実と共に、介護技術の向上を始めとする各種の研修を県立

介護実習・普及センターで実施します。 
また、県内では、認知症の人と家族の会をはじめ、自主的な家族の活動も進め

られていますので家族会活動を支援します。 
関係する相談機関が、保健・医療・福祉・介護の関係機関や関係団体との連携

を図りながら、総合的な支援策を進めます。 
(6)地域住民の活動も含めた支援体制の促進 

 
共に支え合う活動を進めるため、高齢者の社会参加を可能にし、自立を図ること

を主眼としたサービスを地域の住民と協働して行うことが必要です。 
 
地域リハビリテーション活動を進めるには、地元自治会をはじめ民生委員、老

人クラブ、ボランティア団体などあらゆる地域住民の協力が必要です。 
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このため、介護予防には、地域の有効なインフォーマル ※17 な社会資源を「活
用する」「生み出す」企画が求められます。地域住民の活動を含めた、支援体制を

促進します。 
(7)意識啓発の充実 

 
障害を負うことや年をとることなど、誰もが自分自身のこととして捉えるよう啓

発が必要です。特に、高齢化が進む中、高齢者自身も含め共に支え合う仕組みや、

社会を支えていく若い世代に対し、リハビリテーションの啓発が重要です。 
 
地域リハビリテーションを進めるためには、住民の方の理解や幅広い支援が必

要です。このため、「元気やまなし健康長寿 10か条」（表-1）の普及をはじめ、「リ
ハビリテーション週間」の各種事業や「ニコニコ長生きやまなし体操」の普及を

とおし、地域リハビリテーションの重要性を啓発します。 
また、住民へのリハビリテーションの理解を充実させるためにも、地域の理解

者や住民の自治活動、市町村事業等と絡めた意識啓発を進めます。 
 資料編（資料-1）による実態調査では、施設と地域住民との交流や連携などは
増加しており、各リハビリテーション施設では、地域のニーズを理解し地域との

交流を深め、地域に開かれた施設づくりが進められています。 
  今後、リハビリテーション関係者は、地域との情報を共有し交流等をとおし、
住民自身が重要な地域の力（資源）であることを発信することが重要になります。 

(8)マンパワーの育成・強化 
 
地域リハビリテーションに関わる関係者の質の向上を図るため、多職種等による

研修を進め、関係者間の連携を推進します。 
 
現在、地域リハビリテーション広域支援センターの各種研修会、地域リハビリ

テーション従事者研修会、介護予防実務者研修会、PT・OT・ST介護予防研修会
の他、介護実習普及センターで開催している PT・OT・ST による介護職場自立
支援リーダー研修など、きめ細やかな専門研修を実施し、マンパワーの育成を進

めています。 
更に、日頃から県内の特徴的な活動を進めている県リハビリテーション病院・

施設協議会をはじめ、県 PT士会、県 OT士会・県 ST士会では、リハ専門職の 3
士会合同研修会など、マンパワーの育成・強化を進めています。 
今後、専門性を高めるためには、職員自身が自主的に研修に参加することも大

切ですが、職場で研修の機会を作ることが重要です。研修を受け伝達する仕組み

や、具体的にどのように日頃の業務に活かすのか、研修受講後、他の職員に情報
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を共有することを施設の業務として位置づけることも重要です。 
 また、連携強化を進めるため、顔の見える関係作りは重要です。多職種が同じ

場で話合う研修等を活用し、多職種間の相互理解・協働を推進します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 （H24介護職場人材育成研修会「正しい姿勢で食事を」発表資料より） 

（表-1）

げん

○　気心の知れた人との交流で、役割や趣味をもって生き生きと、学んで脳に刺激を与え、何でもいつでも相談し、

　　 食生活、ゆっくりしっかり食べること。

○　煙はごめんと縁を切り、転ばぬ先のリハビリテーション。

○　運動を続けて貯筋を増やし、地域のつながり大切に、自分の体をチェックして健康長寿をめざしましょう。

　　　　　　元気やまなし健康長寿１０か条

  元気に長生きするには（げんきやまなしけんこうちょうじゅ）

第一条 き
　気心の知れた人との交流で

　 社会的ネットワークは健康寿命の大切な条件です。

第二条 や
　役割や趣味をもって生き生きと

　 家庭や地域での役割や趣味を持つことで生きがいを持ちましょう。

第三条 ま
　学んで脳に刺激を与え

　 メリハリのある生活で認知症の予防をしましょう。

第四条 な
　何でもいつでも、相談し

　 かかりつけ医や保健師などの専門家の支援で心と体の健康を保ちましょう。

第五条 し
　食生活、ゆっくりしっかり食べること

　 伝統的な食文化を大切にして、食生活を楽しみましょう。

第六条 け（ん）
　煙はごめんと縁を切り

　 禁煙や受動喫煙の防止は生活習慣病予防に効果的です。

第七条 こ
　転ばぬ先のリハビリテーション

　 転倒予防や安全対策で骨折などの事故を防ぎましょう。

第八条 う
　運動を続けて貯筋を増やし

　 体力をつけて外に出ることで閉じこもりを防止しましょう。

第九条 ち（ょう）
　地域のつながり大切に

　 みんなで支え合う、活気ある街づくりは健康長寿の基本です。

第十条 じ（ゅ）
　自分の体をチェックして健康寿命をめざしましょう

　 健診を受けて自分の健康状態を知り、適切な対応をとりましょう。
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第４章  

地域リハビリテーション体制の整備方針 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        
         （H25介護職場人材育成研修会発表資料より） 

 
 
 
 
 
 
 

自主グループによる研修会 
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三

次

圏

域 

 
地域リハビリテーション支援体制は、一次圏域（市町村レベル）二次圏域（高

齢者福祉圏域レベル）三次圏域（全県レベル）とし、三層体制で整備します。 
                              （図-10参照） 

    地域リハビリテーション支援体制     

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
                                     

 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

地域包括ケア推進協議会（前健康長寿やまなし推進本部リハビリテーション部会） 
○地域リハビリテーション体制の構築を目指す 
○県地域リハビリテーション推進のための行動指針の評価・見直し 
○県リハビリテーション支援センター及び地域リハビリテーション広域支援センターの指定 
○各種地域リハビリテーション事業について、助言・指導 

住   民 

山梨県リハビリテーション支援センター  
○全県的なリハビリテーション体制の推進 
○地域リハビリテーション広域支援センター間の連絡会を開催し、情報交換を図る。 

PT・OT・STバンクの活用 

医 
療 
機 
関 
等 

住民組織 
患者の会・家族の会 
ボランティアグループ、 
自治会活動等 

市町村 
介護予防 
元気高齢者対策

等 

介護保険サービス 

その他のサービス 

地域リハビリテーション広域支援センター 
○関係機関・住民からの相談への対応 ○圏域内のリハビリテーション連絡会議 
○リハビリテーション研修会     ○市町村の介護予防・地域ケア会議への支援 

 

一

次

圏

域 

二

次

圏

域 

(図-10) 
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1 一次圏域における地域リハビリテーションの充実と直接支援体制の整備 

  (1)介護予防の促進支援 
 介護予防は、市町村が主体となり高齢者が要介護状態等となることの予防又

は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止を目的に行います。 
 生活行為が制限された高齢者に対し、リハビリテーションの理念を踏まえ、

「心身機能」「活動」「参加」のそれぞれの要素にバランスよく働きかけること

が重要であり、高齢者の運動機能や栄養状態といった心身機能の改善だけを目

指すものでなく、日常生活の活動を高め、家庭や社会への参加を促し、それに

よって一人ひとりの生きがいや自己実現のための取組を支援して、生活の質の

向上を図ります。 
 このため、市町村は、次の視点で今後の介護予防を進めます。 
①市町村の健康衛生・増進部門における健康づくり対策と連動した介護予防の

企画や実施を進めます。また、市町村内の社会福祉協議会や老人クラブなど、

様々な関連する事業を実施している機関や団体と連携を進めていきます。 
②機能回復などの高齢者本人へのアプローチだけでなく、地域づくりなどの高

齢者本人を取り巻く環境へのアプローチも含めた、バランスの取れたアプロ

ーチができるよう介護予防を進めます。 
③年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、住民運営の通いの場を充

実させ、人と人とのつながりを通じて、参加者や通いの場が継続的に拡大し

ていくような地域づくりを推進します。 
④リハビリテーション専門職等を活かした自立支援に資する取組を推進し、介

護予防を強化します。 
⑤住民主体の介護予防を進めるため、住民に介護予防の情報を提供し普及啓発

を進めます。 
⑥高齢者自身が生活支援の担い手であると捉え、地域の中で新たな役割を生み

出す機会を推進します。 
特に、H27 年度より一般介護予防事業の中に位置づけられた地域リハビリテ

ーション活動支援事業（図-11 参照）を取り込み、通所、訪問、地域ケア会議、
サービス担当者会議、住民運営の通いの場等へのリハビリテーション専門職等

の関与を事業所等の協力を得ながら促進します。 
これらの一連の介護予防を進めるには、①住民主体の介護予防②必要な人に

必要な介護予防を提供する受け皿づくり③生活期におけるリハビリテーション

専門職の活用が必要です。 
また、介護予防の取り組みを継続的・効果的に進めていくためには、高齢者

が自ら意欲的に取り組む意識の醸成と活動の機会づくりが重要です。 
このため、県は、サロンや人が集う場所、自宅で一人でも活用できる、「ニコ
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ニコ長生きやまなし体操」の活用を促進し、リハビリテーションのつどい(写真
-4)開催時に活用紹介を進めます。 

（図-11） 

 
平成 27年 3月 2日全国介護保険・高齢者保健福祉担当者課長会議資料  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
更に、改正介護保険法に基づく介護予防・日常生活支援総合事業（以下、「新

しい総合事業」という）※18（図-12）は、平成 27 年度より順次スタートしま
す。市町村の窓口に来た介護保険サービスの希望者に対し、明らかに要介護認

定を受ける状態の人を除き、来談者の状態をチェックリストを活用し判断し、

写真-4 
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新しい総合事業のサービスや介護予防が必要な人には介護予防の働きかけを行

います。その際に市町村の窓口では、来談者に対し、「今、何故、介護予防が必

要なのか」「これから自身の健康や介護や介護予防に対し、どう向き合って生き

ていくのか」など、適切なアドバイスなどが求められます。このため、県は、

市町村に対し「私の暮らしのシート」「介護予防ナビゲーター」※19の活用を促
し、活用を支援します。                                           

 (図-12) 
                           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（2）地域包括支援センター機能の充実強化 

平成 26年度現在、県内には市町村直営で 26箇所、委託として 9カ所全 35カ
所の地域包括支援センターが設置されています。このセンターは、住民や介護支

援専門員などあらゆる人からの相談を受けるワンストップサービスをとり、次の

内容を行います。 
①総合相談支援業務 
 住民の各種相談を幅広く受けつけて、制度を横断的な支援を実施 
②権利擁護業務 
 成年後見制度の活用促進、高齢者虐待への対応など 

（平成 27年 7月 28日全国介護保険課長会議資）※27年度以降は、国 39％、都道府県 19.5％、市町村 19.5％、1号保険料 22％ 
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③包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 
・地域ケア会議等を通じた自立支援型ケアマネジメントの支援 
・ケアマネジャーへの日常的個別指導・相談 
・支援困難事例等への指導・助言 
④介護予防ケアマネジメント業務 
総合事業（介護予防・生活支援サービス事業及び一般介護予防事業）のサー

ビスと介護予防給付のサービス（要支援者）を調整支援 
⑤介護予防支援 

   介護保険における予防給付の対象となる要支援者が、介護予防サービスなど 
の適切な利用等が行うことができるように、介護予防サービス計画の作成やサ 
ービス事業所などの関係機関との連絡調整を行います。（H26介護保険法の改正 
により新しい総合事業に移行） 

H26 年度介護保険法の改正により上記に加え、地域の特性に応じて、高齢
者の多様化したニーズに対応するため地域包括ケアの一翼を担う効果的な事

業として充実・強化が図られました。 
・在宅医療・介護連携の推進 
・認知症施策の推進 
・生活支援・介護予防サービスの充実・強化 
これらの地域支援事業の充実により、地域包括支援センターの役割はより大

きくなります。 
県は、地域ケア会議等推進のための手引きの作成をはじめ、市町村に対する

アドバイザーの派遣、医療と介護の連携指針の策定など、関係者と推進を支援

してきました。今後、新たな生活支援コーディネーター※20 の養成研修をは
じめ、関係者との連携を図り支援を進めていきます。 

(3)必要な人材の活用 
地域づくりを進める上で、地域のことは地域の住民の協力の中で進めていく

事が重要です。このため、県は、高齢者の地域リーダーを育成し自主的な活動

を推進します。 
・ことぶきマスター人材バンクの登録 
・健康生きがいづくりアドバイザー 
・シルバーサークル代表者 
・生きがい健康づくり推進員 
・その他、地域リーダーとして活動しようとする者  

   この他、県老人クラブ連合会、シルバー人材センター等では、各種の地域に
関連した諸事業を展開します。 
また、民生委員をはじめ、自治会、ボランティア団体、NPO団体等から様々
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県内の地域ケア会議の様子        

①南アルプス市          
②富士吉田市           
③北杜市             

な地域の情報を得ます。このため、多くの人材や諸情報を、地域づくりに活か

した活動にするため、情報をコーディネートする調整機能が重要です。このた

め県では、地域の問題は地域の中で考える自治を目指し、県・市町村、社会福

祉協議会など関係機関と連携を図りながら、人材の活用を進めます。      
(4)保健・医療・福祉・介護等関係者間の情報共有 
①地域ケア会議 
  地域ケア会議 ※21は、行政職員、地域包括支援センター職員、介護サービ
ス事業者、医療関係者、民生委員、地域住民など様々な関係者がその地域の

課題などを話し合うための会議です。この地域ケア会議は、地域の住民や関

係者、多職種の参加が必要です。このため、県は、「PT・OT・STバンク」を
運用し、県内の市町村で行われる地域ケア会議やリハビリテーション専門職

の活用を進めます。 
地域ケア会議には 5つの役割があり、小単位で行われる個別事例から日常生

活圏域、市町村域と段階的に、個別課題から、ネットワークの構築、地域課題

の発見、地域づくり・資源開発・再構築、政策形成に向けた機能を有していま

す（図-13）。このため、県では地域ケア会議の進め方として、ボトムアップ型 
※22 の仕組みを提案しています。（図-14参照）          
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（図－14） 

「各圏域により実施する地域ケア会議と地域ケア会議間の関係」イメージ図 

 

 ～住民の気づきや発見、個別の課題を地域課題に変換し、政策形成につなげ、 

   我が町のビジョンを実現するボトムアップ型の仕組み～ 
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“行政（市町村）主体・住民参画” 

メンバー：地域の実務レベルの専門職や組織代表等 

○○市町村地域ケア会議 

“行政（市町村）主体・住民参画” 

メンバー：組織代表等 

・地域づくり、資源開発機能 

・地域課題発見・解決機能 

・個別課題解決機能 等 

 

地域包括支援センター運営協議会 
市町村介護保険・福祉
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介護サービス事業所連絡会 
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“住民主体” 

メンバー：地域の組織団体の会員等 

サービス担当者会議  

・地域課題発見・解決機能 

・個別課題解決機能 
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・連絡調整機能 
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機能 等 

※市町村等は、地域の実情（地域資源等）に応じて、生活圏域の設定や会議の機能等、有機的な相互関連が実現

できるよう、地域ケア会議やその他会議等を組み合わせた体制をつくることが重要です。 

※必ずしも、地域ケア会議という名称を用いる必要はありません。 

地域ケア会議等推進のための手引き～市町村・地域包括支援センターの視点から～（Ｈ25.3）より 

我が町のビジョン 

（目指したい町づくり） 

・政策形成機能 等 

 

地域福祉計画や介護保

険事業計画との連動 
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②連携ツールの活用 
平成 24年度・25年度、山梨県介護・医療連携推進協議会は、「地域包括ケ

アシステムの構築に向けた医療と介護の連携指針」作成し、連携ツールの活用

のため「私の暮らしのシート」「山梨県医療・介護連携シート」 ※23 「山梨
県医療・介護連絡シート」※24 （資料編参照ｐ75～81）を提案しています。 
この他に、県内では、特定の地域で連携のためのツールを活用しており、「継

続看護連絡表」「リハビリテーションサマリー」「診療情報提供」「ケースワー

カーからの情報提供」「連絡ノート」等が使われています。  
効果的なサービスを提供するため、情報の整理はもとより、情報の提供だけ

でなく、処遇について話し合う場が必要であり、個人情報の提供や問題点の共

有を目的とした退院時カンファレンス、地域ケア会議などの開催が重要です。 
  また、個人情報の保護の観点から、対象となる者のプライバシーには十分

留意する必要があります。北海道砂川市※25 や港区では条例を制定し個人情
報の取り扱いのルールを定め、地域で見守りをできる体制を進めています。 

(5)住民の主体的な活動を支援する地域リハビリテーション活動の推進 
地域リハビリテーションを推進するためには、地域の状況を把握する必要があ

ります。医療機関を退院し、退院先が山間地なのか、平地なのか、自宅の環境は

どうなのか把握し、環境への対応を含め適切な支援が必要になります。 
また、医療が終了し在宅での生活を始めるには、生活へのしづらさをいかに少

なくするのか、これからの生活を本人がどう受け止め生活をしていきたいのか、

ICFに基づき、心身の機能、活動、参加をベースに本人への支援が重要です。 
①本人が、生活への主体的な関わりができるよう支援を進める 
②地域にある社会資源や、人的マンパワーを引き出し活用する 
③生活上の活動性を高め、生きがいや社会参加を通じた支援を進める 
このような活動を展開するためには、専門職と同様に、地域の住民の力が必要

です。前述の 4 つの地域社会開発アプローチの中で、地域社会中心型、地域社会
自治型を示しました。この基本は、住民は地域における貴重な役割を担い、専門

職と連携を深め、地域づくりを進めていく地域の人材が求められています。 
この地域の人材を引き出すために、介護予防や地域ケア会議の推進には、企画

の段階から住民参加型の活動が重要です。住民への理解や協力を得るため、住民

や関係者が市町村と共に情報を共有することから始まります。 
また、専門職側が従来型のような指導的立場に終始するのではなく、地域の住

民が主体的に活動を進められるよう、働きかける意識変革が必要です。地域型認

知症予防プログラム（写真-5）は、住民が主体的に活動できるよう、専門職は、
当初から黒子に徹し、必要があれば支援をするプログラムです。 
介護予防における住民主体の進め方は、会議日程から資料、会場の確保などス
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タッフが揃えるのではなく、参加者が話し合いの中で決めていくことが基本です。

本人への過剰なお世話ではなく、本人の主体的な活動を引き出す対応が重要です。 
このため、本人はどのような生活をしてきて、今後、どのようなことをしてい

きたいのか、生活行為向上に対するマネジメントが重要になってきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(6)当事者の自主組織活動及び支援 
高齢者や障害者の孤立を防ぎ、社会参加を促進していくため、同じような問題

を抱えた人をつなぐ当事者グループの組織化、その活動を支援する場が必要です。 
現在、失語症の友の会をはじめ、認知症の人と家族の会など当事者やその家族

を中心とした活動が行われています。また、医療機関によって、患者会活動や健 

康教育・疾病管理の一貫とした地域に根ざした教育活動を実施しています。 
活動そのものの目的は、個々の活動によって異なりますが、他の団体や関係機

関、市町村との連携や情報交換を進める中で、活動の充実にもつながります。地

域の実態に応じた当事者の自主組織活動に対して、側面から支援を進めます。 
 

２ 二次圏域における地域リハビリテーション体制の整備 
 (1)地域リハビリテーション広域支援センターの整備 

二次圏域毎に各圏域の医療機関の協力を得ながら、地域リハビリテーション広

域支援センターを設置します。 

写真-5    地域型認知症予防プログラムモデル市町村 
（①南アルプス市②大月市・③富士川町・④市川三郷町）の推進状況 

④ ③ 

② ① 
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地域リハビリテーションを推進するためには、市町村、地域包括支援センター、

保健福祉事務所をはじめ、医療機関や介護施設、居宅支援事業所などリハビリテ

ーションに関わる地域の関係機関等が様々な形で連携を進めていくことが必要で

す。 
特に、急性期・回復期から身近な地域で行われる生活期のリハビリテーション

の充実を図るためには、生活期で行われる内容が、本人の想いを中心に「できる

ＡＤＬ」の支援や生活基盤に根ざした「しているＡＤＬ」の広がりを持たせるこ

とが重要です。 
また、医療機関と市町村、対象者や家族だけの問題ではなく、身近な近隣でサ

ポートする支援の取り組みも必要です。 
県内のリハビリテーション施設は、「甲府」圏域や「峡東」圏域に集中はしてい

ますが、各圏域においてもリハビリテーション施設の活用が進められています。

退院退所後の受け皿は、自宅近郊の医療機関や介護保険施設、市町村の介護予防

事業が受け入れとなります。しかしながら、PT・OT・STについては、施設があ
る圏域にスタッフが集中し、民間医療機関の協力にも地域差が生じています。 
このため、限られた資源や人材の中で、関係機関の協力を得る中で、二次圏域

毎のリハビリテーション体制を整備する地域リハビリテーション広域支援センタ

ーを整備します。 
また、各圏域にスタッフ等は充足されていないため、圏域を超えた支援体制と

して、PT・OT・STバンクの活用を促進します。 
今後、市町村は、対応困難なリハビリテーションニーズや地域ケア会議、介護

予防など需要が拡大します。このため、このセンターは、該当圏域内の地域リハ

ビリテーションの推進に向けた各種事業を実施します。この地域リハビリテーシ

ョン広域支援センターの機能等については、次のとおりです。 
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（1）地域リハビリテーション広域支援センターの指定基準 

次の条件に基づき、二次圏域内の状況を総合的に判断のうえ指定を行います。 
なお、指定にあたっては、保健福祉事務所の意見を聴取します。 
①リハビリテーション施設または、Dr、PT、OT、ST、医療ソーシャルワーカ
ー（以下「MSW」と略す）を有した施設であること 

②リハビリテーションに係る従事者の内部研修を実施できる体制を整えること 
③地域のリハビリテーション実施施設等に対し、PT、OT、ST 等の派遣支援が
できる体制にあること 

（2）地域リハビリテーション広域支援センターの指定 
①二次圏域毎に指定します 
②指定期間は２年間とし、その間に事業実績、該当圏域の状況を総合的に判断

し見直しを図ります 
（3）地域リハビリテーション広域支援センターに求められる機能 

①地域のリハビリテーション実施施設等の従事者に対する研修 
②地域のリハビリテーション実施施設等への支援 
・地域住民の相談の対応に係る支援 
・実施に関する助言 
・機器、住宅改修等の相談に係る支援 
・必要に応じた PT、OT、ST等の派遣 
③各圏域内の関係団体や市町村、関係団体、患者の会、家族の会等からなる連

絡会の設置及び運営 
④圏域内の関係施設の連絡及び調整 
⑤その他、圏域内の必要なモデル事業の検討や必要な支援 
・地域住民の相談への対応に係る支援 

   
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域リハビリテーション広域支援センタ－  
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地域リハビリテーション広域支援センターの活動状況 
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３ 三次圏域における直接支援体制の充実 
三次圏域では、県内全体を対象とした事業等の充実を促進します。 
全県を対象として、従来から取り組んできた地域リハビリテーション活動は、

「県リハビリテーション支援センター」機能、「PT・OT・ST バンク」「地域リ
ハビリテーション従事者研修会」「リハビリテーション週間」が定着しています。 
また、高度医療を担う病院として県立中央病院をはじめ、手帳等の判定を行

う障害者相談所、福祉機器に関する相談・介護技術等に対する研修機関として、

県立介護実習・普及センターが位置づけられます。 
 本県における全県を対象とした事業を実施し、リハビリテーション施設や人

的資源を有し、かつ二次圏域による地域リハビリテーション広域支援センター

の支援を行う、県リハビリテーション支援センターの指定を行います。 
（1）県リハビリテーション支援センターに求められる機能 

①リハビリテーションに係る関係職員（Dr、PHN、PT、OT、ST等）を対象と
した研修や地域リハビリテーション実施体制等の調査研究 

②地域リハビリテーション広域支援センター等に対する支援 
③各圏域毎に指定された地域リハビリテーション広域支援センターからなる連

絡協議会の設置・運営 
④リハビリテーションに関するデータバンクとしての役割と医療施設、関係団

体等への積極的な情報提供 
⑤地域包括ケア推進協議会にて、地域リハビリテーションや介護予防の充実等

を検討 
（2）PT・OT・STバンクの活用促進 

地域リハビリテーション広域支援センターは、圏域内の市町村支援を進めて

いますが、市町村のニーズも多様化しています。このため、リハビリテーショ

ン職種の効果的な運用を図るため、県内の事業所等の協力を得ながら平成 24年
度から PT・OT・STバンクの活用を促進しています。 
また、PT・OT・ST による介護予防の研修会を進めていますが、平成 26 年

度からは、この研修対象者に市町村や地域包括支援センター職員も含め、グル

ープワーク等を行い、PT・OT・ST と市町村との顔の見える関係を広げていま
す。現在、バンクの活用状況が少ない中、研修会などをとおし、地域の情報の

共有化を図り活用の促進を更に進めて行きます。特に、県内外の介護予防の情

報や、生活行為に対し具体的なリハビリテーションの導入による成功事例等を

蓄積し、市町村に啓発していきます。  
（3）リハビリテーション関係職種の連携の促進 

地域包括ケア推進協議会は、地域リハビリテーションの総合的な企画調整・

課題の検討・調査研究など関係相互の連携として、適切かつ円滑な連携が図れ
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るよう検討を進めます。 
 また、県が進めている県リハビリテーション支援センターや地域リハビリテ

ーション広域支援センターの指定について、検討を図ります。 
更に、「本人の想いを中心とした地域リハビリテーション行動指針」に基づい

て適切に実施されているか、進行管理を行うと同時に本指針の推進に当たって

は、リハビリテーションの推進とその評価を行い、必要に応じて指針の見直し

を行ないます。 
①医療機関をはじめ施設や各種事業、関係団体の諸活動など、様々な支援活動 
が行なわれていますが、この機能を集約及び調整し、コーディネートできるス 
タッフの充実が必要です。このため、地域リハビリテーション従事者研修会を 
開催し、地域リハビリテーションに関わる幅広い人材の育成を進めます。 
②必要に応じ県内の実態調査を実施し、地域リハビリテーションに関する様々 
な情報を集約し、県（長寿社会課）ホームページに掲載することで、誰もが共 
通の情報を共有できる体制をつくります。 
③医療と介護連携の推進 
平成 25年度山梨県介護・医療連携推進協議会は、地域包括ケアシステムの構
築に向けた医療と介護の連携指針（図-15参照）を策定し、医療と介護の連携
の基本は、「顔の見える関係」と、連携ツールとして提案した「私の暮らしの

シート」でいう、「私がこれからどうしていきたいのか」等、自身の想いを発

信する重要性を共有しました。                  （図-15） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｈ26,3地域包括ケアシステムの構築に向けた医療と介護の連携指針より 
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○県の役割 
この指針を関係機関への周知や、活用の普及促進を図ります。今後、活用が

進む中で実態調査等を行い、必要があれば様式の修正など行います。また、市

町村における新しい総合事業の受付時の対応にあたり、「私の暮らしのシート」

や「介護予防ナビゲーター」の活用を提案するなど、活用を促進します。 
○市町村の役割 
地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整

備等に関する法律により、介護保険法の地域支援事業の包括的支援事業として

在宅医療・介護連携の推進を、市町村が主体となり取組みます。 
このため、市町村が実施する在宅医療・介護連携の推進に、本指針やツール

の活用が期待できます。 
○本人・家族 
出来るだけ介護認定を受ける前に、家族や支援者からサポートを受けながら 

「私の暮らしのシート」の記載や、認定を受けてからも、今後の生活のあり方

など、向き合ってみる・考える・話合うきっかけをつくるツールとしてシー

トの活用を提案します。 
○連携ツール 
・様式１ 「私の暮らしのシート」     （資料編参照ｐ75~78） 
・様式 2  山梨県医療・介護「連携」シート（資料編参照ｐ79~80）       
・様式 3  山梨県医療・介護「連絡」シート（資料編参照ｐ81）       
医療機関退院後も引き続き、リハビリテーションが必要な者に係る情報につ

いて、医療機関から当該市町村や受入れの介護保険事業所、関係施設に、主に

次の情報が提供されています。 
・要介護認定に伴う主治医の意見書（介護保険対象者に係る情報） 
・継続看護連絡票による情報 
・リハビリテーションサマリー 
・その他、個別に求められる医療機関からの情報 
 これらの、行なわれている情報提供の一層の充実を図る必要があります。 
 また、情報が伝わりにくい情報として、一過性脳虚血発作（TIA）をはじめ、
退院後要介護認定を受ける必要のない・希望しない高齢者です。現在、かかり

つけ医がこれらの高齢者の定期診察の中で健康管理が行なわれていますが、必

要な対象者の情報を互いに発信できるために、顔の見える関係を作り上げる必

要があります。 
    (4)地域リハビリテーションに関する専門職の育成 

①地域リハビリテーション従事者研修会 
この研修会は、地域リハビリ調整者養成研修事業から名称を変更し、幅広い
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関係者を対象として地域リハビリテーションの基礎編や応用編として実施し

ます。運営は、県リハビリテーション病院・施設協議会に依頼し、研修の企画

の段階から県介護支援専門員協会、県理学療法士会、県作業療法士会、県言語

聴覚士会、県看護協会、県社会福祉士会、県介護福祉士会を中心に実行委員会

を設け、多職種が顔を見える関係から多職種で話合うグループワークを取り入

れ地域リハビリテーションの理解や普及を進めます。 
このため、対象も市町村、地域包括支援センター、保健福祉事務所、各医療

機関、各介護保険事業所と幅広く対象を設定しています。研修の内容も、認知

症に対するケアなど、県内の課題に対応した研修を企画しています。 
この研修とは別に、各地域リハビリテーション広域支援センターは、圏域に 
地域リハビリテーションの実技や実践を中心に研修を行います。 
②PT・OT・ST介護予防研修会 
  市町村の介護予防や地域ケア会議など効果的に支援を進めるため、PT・

OT・ST の他に、市町村、地域包括支援センター、保健福祉事務所の関係者
を対象に、現状の実践講義やグループワークをとおし質の向上を図ります。 
③介護予防実務者研修会 
  市町村、地域包括支援センター、保健福祉事務所の他に、現在介護予防を

進めている事業所など、幅広く対象を設定し、効果的な介護予防の推進につ

いて研修を進めています。 
④県立介護実習・普及センターによる各種研修会 
・県民各層を対象とした基本研修 
 入門介護講座など 
・高齢者介護をしている家族（養護者）を対象とした支援事業 
 テーマ別介護講座など 
・介護専門員等を対象とした養成事業 
 介護職員指導者研修など 
⑤専門職の各種団体の研修 
各職種で技術の向上を含めた幅広い研修会を開催し、専門職としての資質の

向上を図ります。 
⑥その他 
県・関係機関・関係団体は連携を図りながら、必要に応じ適切なリハビリ

テーションの研修会の場を提供します。また、養成機関は、地域リハビリテ

ーションを推進する上から、貴重なマンパワーの資源であり、人を育成する

機関として養成施設との連携を進めます。 
 (5)地域リハビリテーションに関する住民の理解の促進 

地域住民の理解を得るため、あらゆる機会を通し、リハビリテーションの啓発
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及び研修を推進します。 
○リハビリテーション週間の開催 
高齢者等が「寝たきりや、介護を要する状態にならないよう予防する」こと 

を推進する上で、リハビリテーションが果たす役割は大きい。 
このため、平成 4年度よりリハビリテーション週間を設け、各種事業をとお 

してリハビリテーションの重要性について、県民や保健・医療・介護・福祉関

係者への普及啓発を図ります。 
・リハビリテーションのつどい 
・高校生の一日リハビリテーション体験（Ｈ26より夏期に実施中） 
・高校生のリハビリテーション相談会 
・リハビリテーション公開講座  
     
 

 

 

 

 

 

 

（H23リハビリテーションのつどいより）     （H23リハビリテーション公開講座より ） 

 

 
 
 
 
 
 

 

（H22高校生の一日リハビリテーション体験より） 
  
（参考）高校生の一日リハビリテーション体験者のリハビリテーション大学等の進学状況 

 
 
 
 
 

平成 3年度～25年度 
高校生の一日リハビリテーション体験参加者 3，880人中 
リハビリテーション大学等への進学者数     489人 
H25 年度卒
業生の内一日

リハ体験者  

PT OT ST 計 
21 25 3 49 
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（6）災害時のリハビリテーション対策 

東日本大震災時に、県内の医療機関や専門職団体をはじめ、県・市町村など

関係機関の職員が、被災地への応援支援や、県内の関係する被災家庭をはじめ、

小瀬スポーツ公園体育館に震災避難者が避難した時、支援体制を取りました。   
今後、災害時に対応できる地域リハビリテーションの対応について、関係機

関や関係団体などの協力を得る中で、検討を進めて行きます。 
 

（7）認知症の人に対するリハビリテーション 

    認知症の人に対するリハビリテーションについては、実際に生活する場面を

念頭に置きつつ、有する認知機能等の能力をしっかり見極め、これを最大限に

活かしながら、ADLや IADLの日常の生活を自立し継続できるよう推進します。 
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第5章 

地域リハビリテーション関係機関等の機能

及び役割 
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１ 県 
（１）長寿社会課 
① 山梨県地域包括ケア推進協議会において、「本人の想いを中心とした地域
リハビリテーション行動指針」に基づく、各種施策の企画立案、予算事

務や各圏域エリアの調整、関係機関等の連絡調整を行います。 
② 本指針による推進状況について同部会とともに評価及び見直しを行いま
す。 

③ 地域リハビリテーションに対する各種情報の集約を図るとともに、長寿
社会課ホームページに掲載します。 

（２）保健福祉事務所 
① 「本人の想いを中心とした地域リハビリテーション行動指針」に基づき、
それぞれの圏域において、資源や特性を踏まえ、必要に応じて関係機関

の助言・協力を求めます。 
② 圏域内における体制の構築に関して、地域リハビリテーション広域支援
センターに求められる機能が発揮されるよう十分に連携をとりこれを支

援します。 
③ 市町村等との連携に基づき、地域の実情を踏まえた保健・医療・福祉サ
ービスに対する体制の指導・助言を行ないます。 

（３）県立介護実習・普及センター 
① 介護実習に伴なう介護技術の向上等のため、研修の充実を図るとともに
関係者との連携を図ります。 

（４）障害者相談所 
① 保健・医療・福祉・介護サービス等、総合的な視点に立った相談、判定
等を行い、サービスを必要とする人々に対して、リハビリテーション関

係機関と密接な連携に基づいた指導、援助の充実に努めます。 
 
２ 市町村等 
（１）保健福祉担当課（地域包括支援センター） 
① 地域支援事業を進め、予防的なリハビリテーションを提供する中で、寝
たきり予防をはじめ認知症予防対策を進めます。 

② 地域包括支援センターの機能を活用し、広い視野でのリハビリテーショ
ン体制について総合的な企画を行なうとともに、住民に最も身近な窓口

として、サービスの調整等を担うための機能の充実強化を図ります。ま

た、定期的な地域ケア会議の開催を通し情報の共有を図る中で適切な対

応を進めます。 
③ 必要とする人のニーズについて的確に把握し、各種事業に反映する中で、
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地域リハビリテーション体制の推進に役立てます。 
④ 介護予防を通し、地域の人材の掘り起こしや、育成を図ることで、地域
の実情に応じた地域づくりを進めます。 

⑤ 情報を提供した医療機関への情報のフィードバックを行なうとともに、
かかりつけ医に対し、各種事業の情報の提供に努めます。 

（２）社会福祉協議会 
① ボランティアセンターとしてボランティアの育成を図ります。 
② フォーマルとインフォーマルな活動をサポートするための情報の集約を
図り、情報の発信基地となります。 

③ 住民の相談窓口や地域福祉の推進機関を通し、住民ニーズを把握し、地
域づくりの推進に役立てます。 

 
３ 医療機関 
（１）かかりつけ医 
① 適切な診断・治療を行なうことはもとより、必要に応じ専門的医療機関
等への紹介、日常の健康管理及び健康相談、在宅ケアに関する医療上の

助言及び指導など重要な役割を担っています。 
（２）リハビリテーション機能をもつ医療機関 
① 地域リハビリテーション広域支援センターと連携を図りつつ、リハビリ

テーション医療を実施します。 
（３）通所・訪問リハビリテーション 
① 「できる ADL」「している ADL」を確認しながら、社会参加や活動に視
点をおいたリハビリテーションを行います。 

 
４ 指定居宅介護支援事業者 
① 要介護者や家族からの相談に応じて、要介護者の心身の状態に対応した適切
な居宅サービスや施設サービスを利用できるよう、市町村、居宅サービス事

業者、施設等と連絡調整し、要介護者等が自立した日常生活を営むために必

要な援助を行います。 
② リハビリテーション等医療サービスをケアプランとして策定する場合は、か
かりつけ医等と十分連携をして策定します。 

③ 居宅、施設サービス等利用者に対するリハビリテーションの適応と、専門性
の向上に努めます。 

 
５ 介護老人保健施設 
① 医師をはじめ、PT 及び OT 等の専門職員を配置し、適切な生活期のリハビ
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リテーションを実施し、家庭復帰を支援します。 
② 適切なリハビリテーションにより、自立を目指したケアを行います。 
③ 入所者の他、通所リハビリテーションの拠点施設としての機能の充実を図り
ます。 

④ 地域に根ざした施設運営を進めるため、関係者及び関係団体等との連携を図
ります。 

 
６ 介護老人福祉施設 
① 入所者が可能な限り在宅生活へ復帰できることを目指し、要介護状態の軽減、
または悪化の防止に向けた生活期のリハビリテーションを充実します。 

② 生活の場としての「している ADL」の向上を図ります。 
③ 地域に根ざした施設運営を進めるため、関係者及び関係団体等との連携を図
ります。 

 
７ 訪問看護ステーション 
① 看護職員のほか PT 及び OT 等の専門職員の配置を検討し、認知症高齢者を
含めた在宅高齢者に対し、かかりつけ医などの指導に基づき、心身の機能の

維持回復や、心身の自立を目指したサービスを提供します。 
 
８ 通所介護 
① 「している ADL」の向上を目指し、心身の自立を目指した日常生活を営むこ
とができるよう、生活期のリハビリテーション（機能訓練）を提供します。 

② 地域に根ざした施設運営を進めるため、関係者及び関係団体等との連携を図
ります。 

 
９ グループホーム 
① 地域の中で少人数で生活ができるグループホームの特性を活かし、利用者の
状態に応じて、日常生活指導者等による幅広い視野でのリハビリテーション

を実施します。 
 
１０ 関係団体等 
① 地域に組織されている老人クラブ、脳卒中友の会、ボランティア団体等は、
リハビリテーションを必要とする人々やその家族に対し、社会参加の促進の

ための支援に努めます。 
② 老人クラブは、予防的なリハビリテーションを進める観点から、自主的活動
のなかに健康づくり運動や生きがいの高揚を図る活動等を積極的に取り入
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れるよう努めます。 
また、寝たきり高齢者および一人暮らし高齢者の家庭訪問等や地域支援を通

し、望ましい地域づくりの役割活動を積極的に進めます。 
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用語の解説 
 
※1 リハビリテーション 
 ○語源 Rehabilitation 
   Rehabilitation という言葉は「再び」を意味する接頭語である「Re」と、ラテン語
の「適した」を意味する「Habilis」という形容詞と、「～すること」を意味する接尾語
である「ation」からなり、「再び適した者にすること」を意味している。 

 ○リハビリテーション「国民衛生の動向」による定義 
  「リハビリテーションは、障害者の身体的、精神的、社会的能力を最大限に回復させ

積極的な自立を促すことである。リハビリテーションには、①医学的リハビリテーシ

ョン②教育的リハビリテーション③職業的リハビリテーション④社会的リハビリテー

ションの４つの分野がある。医学的リハビリテーションの対象であった結核等は減少

してきたが、人口の高齢化や社会環境の変化に伴い、心臓疾患、脳血管障害、交通災

害等の後遺症、精神障害に対するリハビリテーションの需要が増大している。 
※2 ICF 
 ○ 障害に関する国際的な分類として、これまで、WHO国際障害分類（ICIDH）が用い
られてきたが、WHOでは、2001年 5月に、その改訂版として「ICF（International 
Classification of Functioning、Disability and Health）」を採択した。 

   ICF は、人間の生活機能と障害について「心身機能・身体構造」「活動」「参加」の
３つの次元及び「環境因子」等の影響を及ぼす因子で構成されている。 

   これまでの「ICIDH」が身体機能の障害による生活機能の障害（社会的不利）を分
類するという考え方が中心であったのに対し、ICF はこれらの環境因子という観点を
加え、例えば、バリアフリー等の環境を評価できるように構成されている。このよう

な考え方は、今後、障害者はもとより、全国民の保健・医療・福祉サービス、社会シ

ステムや技術のあり方の方向性を示唆しているものと考えられる。 
※3 地域リハビリテーション 
 ○ ILO、UNESCO、WHO（1994）の共同声明による地域リハビリテーションの定義 
  「地域リハビリテーション（Community based rehabilitation, CBR）とは、地域に
おけるリハビリテーションの発展、障害のあるすべての人々の機会均等や社会統合を

目指した戦略です。地域リハビリテーションは、障害のある人々自身、その家族、そ

して地域住民、さらに個々の保健医療、教育、職業、社会サービスなどが一体となっ

て努力する中で履行されてゆく。」とし、これに加えて、「地域リハビリテーションは、

障害のある人々が自分の住む地域で暮らす権利、つまり健康で快適な生活を楽しみ、

教育・社会・文化・宗教・経済・政治の面において完全に参加する権利を促進するも

の。」と説明し、「プライマリ・ヘルスケア活動における障害の防止やリハビリテーシ
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ョン、障害児の普通校への統合、障害のある成人の有益な経済活動を目指す機会の提

供などを含む包括的なアプローチ」としている。 
日本リハビリテーション病院・施設協会（2001）は、「地域リハビリテーションとは、

障害のある人々や高齢者及びその家族が住み慣れたところで、そこに住む人々ととも

に、生涯を安全に、いきいきとした生活が送れるよう、医療や保健、福祉及び生活に

関わるあらゆる人々や機関・組織がリハビリテーションの立場から協力し合って行う

活動の全てを言う。」と定義している。 
※4 ノーマライゼイション 
 ○ 障害の有無にかかわらず、すべての人々が平等に社会の構成員として自立した生活

や社会活動を営むことを可能にすることや、障害がある人が特別視されることなく、

あるがままに個人として地域で生活し行動できること。 
※5 廃用症候群 
 ○ 心身の不使用が招くさまざまな機能低下。身体的には筋や骨の委縮や関節拘縮、起

立性低血圧等の循環器機能の低下等、精神的には意欲の減退や記憶力低下等。老人の

病気やけがによる寝たきり状態の放置や社会交流の途絶から連鎖的に生じて、寝たき

りの固定化につながることが多いことから寝たきり症候群とも呼ばれ、できる限りの

自立、機能活用を図ることが必要である。 
※6 CBR 
 ○ CBR とは“Community-Based”という方法・アプローチを用いたリハビリテーシ
ョンです。CBR におけるリハビリテーションという用語は、障害者本人の身体的回復
のための治療・訓練を指す狭義のリハビリテーションではなく、障害者が自己実現し

ていける社会の実現を含む広義の意味で用いられています。CBR の対象と主体も、障
害者だけでなく、障害者を含んだ地域社会全体である。 

※7 私の暮らしのシート（様式 1） 
○ 平成 26年 3月「地域包括ケアシステムの構築に向けた医療と介護の連携指針」に 

  提示した連携ツールの一つ。このシートは、これからの医療や介護について自身の想

いを届けるために使用する。これからの自分の生活や、医療や介護などについて考え

るきっかけになることも期待される。 
※8 リハビリテーション週間（山梨県独自のリハビリテーションの啓発事業 H3~） 
 ○ 寝たきりや介護を要する状態にならないよう予防することを推進する上で、リハビ

リテーションが果たす役割は大きいことから、次の各種事業をとおしてリハビリテー

ションの重要性等について県民や関係機関への普及啓発を図るもの。 
   週間事業の変遷  
      事   業   名 内   容 
リハビリテーションのつどい（H3~） 体験発表・ニコニコ長生きやまなし体操・

講演会など広く県民や保健・医療・介護・
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福祉関係者にリハビリテーションを啓発

する。 
リハビリテーションとのふれあいフォト

コンテスト（H3~H20） 
最優秀賞・優秀賞・入賞の 10点を表彰、
全作品を週間中に展示する。 

機能訓練事業・介護予防作品展（H3~H19） 全作品を週間中に展示する。 
高校生の一日リハビリテーション体験

（H3~） 
H26 年度より、開催日を夏休み中に移行
し開催する。 

高校生のリハビリテーション相談会 
（H26 ~） 

受講者がリハビリテーション進路の参考

となる機会とする。 
リハビリテーション公開講座（H3~） 幅広く地域で実践している講演会を開催。 
広報活動 報道機関、県広報など活用し啓発する。 

※9 ロボットスーツ HAL○R  
 ○ 筑波大学サイバニクス研究センター教授山海嘉之氏によって開発された装着型ロボ

ットスーツ HAL○R（ハル：Hybrid Assistive Limb）。ロボットスーツ HAL○Rは、人が
動こうとする際に皮膚表面に流れる生体電位信号を、身体に取り付けたセンサで感知

し、コンピューター制御によって各関節のパワーユニットを適切に稼働させ、装着者

の動作をアシストする。 
県では、平成 24・25年度ロボットスーツ HAL○Rを活用した先進技術活用調査事業を

県内の医療機関に委託しその検証を図った。平成 26年度は、その成果を踏まえ県内 3
医療機関にて試用する等、今後の県内の介護ロボット活用促進にむけた取り組みを行

った。 
※10 ニコニコ長生きやまなし体操 
 ○ 平成 23年度県歯科医師会、県 PT士会、県 OT士会、県 ST士会の協力のもと、口
腔ケアも含め身近にできる介護予防体操を作成した。県内の介護保険事業所や各市町

村に DVDや CDを配布し、活用を促進している。 
※11 PT・OT・STバンク 
 ○ 市町村の介護予防の促進を図るため、PT・OT・ST の持つ専門的知識や技術を活か
した介護予防等の企画立案や実施、また、地域ケア会議や事例検討会等における助言

などが行えるよう、事業所などの協力を得ながら病院等に勤務する専門職を市町村で

の活用促進を支援するため、県が設置している。 
   また、県 PT士会・県 OT士会・県 ST士会に対し、現在仕事に就いていない者など
に対し、個人登録を依頼し、県内のマンパワーの有効活用を進めている。 

※12 地域型認知症予防プログラム 
 ○ 認知症予防を推進するため、高齢者が好む活動の中で、エピソード記憶、注意分割

機能、計画力（思考力）を頻繁に活用するものとして、ウォーキング、旅行、料理、

パソコン等の活用により、住民が主体的に小グループで行うプログラム。平成 26年度
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現在、大月市、南アルプス市、甲州市、市川三郷町、富士川町、身延町で実施をして

いる。 
※13 地域包括ケアシステムの構築に向けた医療と介護の連携指針 
 ○ 医療と介護の連携強化の意義や具体的な取り組み等について関係者に周知し、各地

域における連携推進の場で活用され、市町村の地域包括ケアシステムの構築に資する

ため、県が平成 24年度・25年度に、県内の 30の関係機関・団体、市町村・地域包括
支援センターの代表で構成された協議会でまとめた指針。 

※14 「できる ADL」と「している ADL」 
 ADL（Activities of Daily Living日常生活動作 食事や排泄、整容、移動、入浴など） 
○ 「できる ADL」は、訓練・評価等の ADL をさし、「している ADL」とは、実生活
での実際にしている ADLを指す。将来の QOLの高い生活の具体像である「目標とし
ての ADL」の向上に向けて、「訓練時 ADL」「実生活での実行 ADL」を高めている。 

   参考 IADL（Instrumental Activities of Daily Living 手段的日常生活動作 買物 
や趣味、社会参加等） 

※15  地域包括ケア病棟 
○ 入院治療後、病状が安定した者に対して、リハビリテーションや退院支援など、効

率的かつ密度の高い医療を提供するための「在宅復帰支援のための病棟」で、病状等

により最長60日以内での退院が原則である。 

※16 IL運動 
 ○ Independent  Living Movement 1972 年、アメリカで「我々障害者に対し、リ
ハビリ専門家こそが障害者の自立を阻害している」と唱え、サービスを管理するのは、

障害者自身であり、サービスの目標は、ADL の改善や復職ではなく、自立生活である
という「自立生活モデル」を障害者が提唱した。 

※17 インフォーマル 
○ 近隣や地域社会、ボランティア等が行う非公式な援助。一方、公的機関が行う制度

に基づいた社会福祉サービスをフォーマルサービスという。 
※18 介護予防・日常生活支援総合事業 
○ 介護保険法第 115条の 45条第 1項に規定され、市町村が中心となって、地域の実情
に応じて、住民等の多様な主体が参画し、多様なサービスを充実することにより、地

域の支え合い体制づくりを推進し、要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援等を

可能とすることを目指している。 
   総合事業は、①介護予防訪問介護・通所介護を移行し、要支援者等に対して必要な

支援を行う介護予防・生活支援サービス事業と②第 1 号被保険者に対して体操教室等
の介護予防を行う一般介護予防事業からなる。なお、総合事業の施行期日は、地域に

おける医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律

において、平成 27 年 4 月 1 日となっているが、総合事業の導入については、平成 29
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年 4月まで猶予されている。 
※19 介護予防ナビゲーター 
○ 平成 23年度に介護予防の支援システム「介護予防ナビゲーター」を開発し、二次予
防対象者の把握や経年的な本人の状況をその場で説明できる個別評価や、データ集計

に対応したシステムとして全市町村に配布した。 
※20 生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員） 
○ 平成 27年度以降市町村は、高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備を推進
していくため、市町村が定める活動区域毎に、関係者のネットワークや既存の取組・

組織等も活用しながら、地域における生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築

を進めるコーディネーターを配置する。 
また、各地域におけるコーディネーターと生活支援・介護予防サービスの提供主体

などが参画し、定期的な情報共有や連携強化の場として、協議体を設置する。    
（参考）コミュニティソーシャルワーカー（地域福祉コーディネーター） 

小地域単位で担当し、制度の狭間の課題も含めて、個別支援と地域の社会資源をつ

なぎ、地域特性に応じた社会資源やサービスの開発を含めた地域支援を行う。 
県社会福祉協議会は、地域（小地域）の中で、社会福祉を実践する人材、コミュニ

ティソーシャルワーカーの資質の向上や地区住民とのネットワークの構築を目指し、

具体的な地区の課題解決のため住民参加型のワークショップを平成 24年度県内 8ヵ所
で開催し、市町村社会福祉協議会と連携し事業を進めている。 

※21 地域ケア会議 
○ 市町村や地域包括支援センターが主催し、①医療、介護等の多職種が協働して高齢

者の個別課題の解決を図るとともに、介護支援専門員の自立支援に資するケアマネジ

メントの実践力を高める。②個別ケースの課題分析等を積み重ねることにより、地域

に共通した課題を明確化する。③共有された地域課題の解決に必要な資源開発や地域

づくり、さらには介護保険事業計画への反映などの政策形成につなげることを行う。 
県は、平成 24年度・25年度地域包括ケア推進研究会を設置し、地域ケア会議の進め

方として地域ケア会議等推進のための手引き（Part1・2）を作成した。また、個別事
例を検討する場合、方法論が先行し本人や家族が話題の中心から離れてしまう傾向が

ある。このため、初回のインテークを大切にし、適切な対応ができるよう大学の講師

陣を市町村へアドバイザーとして派遣し支援を進めてきた。 
   地域ケア会議の進め方としてボトムアップ型の仕組みを、地域ケア会議等推進のた

めの手引きの中で提案している。 
※22  ボトムアップ  

○ 木構造（データ構造）の一番下から積み上げていく、解析または指示すること。完

全なボトムアップの場合。 システム自体が、複雑なツリー構造をした物の時、莫大な

下位レベルの物から積み上げるため、解析または、指示に、莫大な時間がかかるため、

トップダウンと併用して行われる。 
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※23 「山梨県医療・介護連携シート」（様式 2） 
○ 平成 26年 3月「地域包括ケアシステムの構築に向けた医療と介護の連携指針」に 
 提示した連携ツールの一つで、介護支援専門員と医療機関の医師・病棟の看護師等関

係者との連携を図るシート。入院入所、退院退所に際し、介護支援専門員が医療機関

や介護保険施設との連携を図るシート。入院入所、退院退所とも、同じ書式を活用し、

介護支援専門員が記入する。 
※24 「山梨県医療・介護連絡シート」（様式 3） 
○ 平成 26年 3月「地域包括ケアシステムの構築に向けた医療と介護の連携指針」に提
示した連携ツールの一つで、医師と介護支援専門員との活用で、顔の見える関係を作

るため、居宅介護支援専門員がクリニック等に同行訪問を基本とし、連携を深めてい

くためのシート。 
※25 砂川市「地域で高齢者を見守る・支えるしくみ」 
○ （砂川市高齢者いきいき支え合い条例）市や民生委員等と、支援が必要な高齢者の情

報を交換することは個人情報保護の壁があり、連携しづらい状況がある。このため、

市は65歳以上の高齢者に係る4情報（住所、氏名、年齢、性別）を社会福祉協議会や

町内会等に提供することで、町内会等・民生委員・社会福祉協議会・地域包括支援セ

ンター・市と情報の共有化や、連携した取り組みができるよう「高齢者支え合いネッ

トワーク事業」を実施している。 
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資 料 編 
 

１ 県内のリハビリテーションに関する10年間の比較 

（平成 13年 12月と平成 23年 1月） 
 県内のリハビリテーションの現状と課題を把握するため、リハビリテーショ

ンに関する実態調査を各関係機関・施設に対し、平成 13年 12月と平成 23年 1
月に実施し比較を行った。          （以下、実態調査結果より抜粋） 
 
(1)調査対象  
一部の医療機関、通所リハビリテーション、訪問リハビリテーション、訪問介護ステー

ション、介護老人保健施設、介護老人福祉施設、通所・入所授産施設等、通所介護、身障

者デイサービスセンター、在宅介護支援センター・地域包括支援センター、市町村、社会

福祉協議会（一部の医療機関とは、全病院とリハビリテーションスタッフが勤務している

診療所） 
回答状況  
     調査時期 回 答 率 

平成 13年 12月 516施設中 337施設（65.3％） 
平成 23年 1月    817施設中 490施設（60.0％） 

 
① 【リハビリテーションを受ける最も多い原因疾患について】 
  調査時期 割  合（割合の多いもののみ記載） 
平成 13年 12月 脳血管疾患 40.9 % 統合失調症 14.9％ 骨折 12.7％ 
平成 23年 1月 脳血管疾患  25 % 脊椎疾患 21.8％ 骨折 14.1％ 
 
リハビリテーションを受けることになった原因疾患で最も多い疾患は、「脳血管

疾患」だが、平成 23年ではその割合が減少し、「脊椎疾患」「骨折」が増加した。 
 
 
② 【リハビリテーションを受ける最も多い年齢階層について】 
     調査時期 割  合（割合の多いもののみ記載） 

平成 13年 12月 後期高齢者 40.1％ 
平成 23年 1月   後期高齢者      64％ 

 
リハビリテーションを受ける年齢は後期高齢者が多く、平成 23年の割合は 
後期高齢者群が 6割を越えた。 
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③ 【リハビリテーション施設の設置圏域について】 
     調査時期 割  合 

平成 13年 12月 「甲府」圏域に 40.9％集中している。特に集中してい
る施設は、医療機関、通所リハビリテーション、訪問

看護ステーション、介護老人福祉施設である。 
平成 23年 1月 医療機関は、「中北」圏域 48.9％、「峡東」圏域 20.0％、

「峡南」13.3％、「富士・東部圏域」17.7％である。 
市町村が不足と感じている施設 
通所リハビリテーション 5市町村 
訪問リハビリテーション 6市町村 

 
リハビリテーション施設は、平成 13年には一部の圏域に集中していたが、平成
23年には県内の各圏域に広がりつつあるが、一部のサービスは不足している。 
 
 
④ 【リハビリテーション医療を受ける空床待ち（入院待機者）について】 
  調査時期 待機者人数 県 内 県 外 
平成 13年 12月  189人 105人（55.6％） 84人（44.4％） 
平成 23年 1月 245人 192人 （78％） 53人 （22％） 

 

県内各地での事業展開により、県全体の入院待機者は増加した。 

 

 
⑤ 【医療機関から市町村への情報提供について】 
  調査時期 割  合 
平成 13年 12月  継続看護連絡票 48.2％、介護保険制度に伴う情報提供 37.6％、情

報提供料 3.5％ その他 10.7％ 
平成 23年 1月 継続看護連絡票 63.6％、サマリー13.6％、介護支援連携指導料

0.9％、その他 21.9％ 
 
情報提供の仕方は、継続看護連絡票が多く、診療情報料の活用は少ない。 
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⑥ 【地域住民との交流や連携、患者会などの活動支援について】 
 調査時期 割  合  
平成 13年 12月  医療機関等の 15.4％で健康教室や文化祭など実施しているが、患

者会への支援は 1％弱である。 
平成 23年 1月 医療機関等の地域住民との交流や連携は 55％を占め、患者会への

支援は 15.9％である。 
 
医療機関等における地域住民等との交流や連携、患者会への支援は増加してい

る。 
 
  
【参考① 発症からの利用期間について  調査時期 平成 23年 1月】 
通所リハビリテーション 「1年未満の利用」19.3％「1年以上」80.7％ 
訪問看護ステーション 「1年未満の利用」9.9％ 「1年以上」90.1％ 
通所介護 「1年未満の利用」17.6％「1年以上」73.0％「不明」9.4％ 
 
通所型サービスの方が、訪問型サービスより利用時期は早い。 
 

 
【参考②（平成 22・24年度介護予防事業及び介護予防・日常生活支援総合事業
の実施状況に関する調査結果より）】 
 二次予防事業対象者数（人） 二次予防事業参加者数（人） 参加比率（％） 

22年度 13，445 1，339 9.96 

24年度 23，314 1，771 7.60 
 
 
24年度の実施状況   運動器の向上・25市町村   栄養改善・5市町村  

口腔機能向上・12市町村  認知機能の低下予防、支援・5市町村 
 
 
 
 
 
 
 
 

二次予防事業対象者は増加したが、事業参加者は 7.60％に減少した。 
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【参考③ 長寿社会課実施の関連調査より】 
調査時期              内   容 
13年度 50市町村で機能訓練事業を実施し、PTまたは OTの活用を図った。 

県内の PT・OT・STの人数   PT199人・OT165人・ST55人 
22年度 16市町村で、介護予防の中で PT・OT・STのいずれかの職種を活用した。 

県内の PT・OT・STの人数   PT606人・OT451人・ST111人 
 
 
 
 
 
【参考④ （平成 23年度県民保健医療意識調査・医療機能調査）】 

平成 23年度県民保健医療意識調査・医療機能調査（病院機能調査医務課調べより抜粋） 
各圏域の病院あたりの平均医療従事者数    （医療従事者の状況より一部抜粋）（人） 
 全体 中北 峡東 峡南 富士東部 
主としてリハビリテーションを専

門とする 医師（常勤） 2.08 1.69 2.78 0.00 0.50 
主としてリハビリテーションを専

門とする 医師（非常勤） 0.17 0.35 0.06 0.00 0.00 

PT（常勤） 10.91 9.59 17.93 4.00 5.17 
PT（非常勤） 0.07 0.09 0.11 0.00 0.00 
OT（常勤） 9.54 6.91 17.75 5.00 3.50 
OT（非常勤） 0.10 0.05 0.17 1.00 0.02 
ST（常勤） 3.30 3.25 4.15 0.00 0.75 

ST（非常勤） 0.12 0.14 0.09 0.00 0.15 

 
医療機関に所属するマンパワーは、峡東圏域が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PT・OT・STの人数は増加したが、市町村事業への活用に結びついていない。 
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２ 地域リハビリテーション推進の経緯           （別紙資料参照） 

 
本県の地域リハビリテーション活動は、リハビリテーション関係団体及び関係

機関が礎を築いた活動です。 
 
プレ組織活動 

○昭和54年、県の「福祉のまちづくり推進事業」を基に、市町村において「福

祉のまちづくり推進事業」が実施される。 

いくつかの市町村では、機能訓練や福祉制度を広めていく活動として、理学

療法士（以下「PT」と略す）や福祉事務所、保健所の職員などの協力を得なが
ら、保健・医療・福祉の関係者が共同で実施した。 
機能訓練事業の役割 

○昭和 58年 2月に老人保健法が施行され、「社会的機能訓練」に位置づけた機

能訓練事業が各市町村において実施される。 

 社会的機能訓練は、日常生活等で機能的に支障を感じる者や、機能低下のお

それのある者に対し、機能の維持改善や予防など広い視野に立ち、単に機能訓

練のみにとどまらず、対象者が家庭や地域社会で満足の得られる役割や生きが

いをもつことを目的とした。 
保健職と医療職は、社会的機能訓練を通し、地域リハビリテーションの活動

の輪を広げる。 
○地域リハビリテーションの方向性の芽生え 

機能訓練事業は、医師（以下「Dr」と略す）や PT、作業療法士（以下「OT」
と略す）だけが行うものではなく、保健師（以下「PHN」と略す）を中心とし
て多くの関係者が連携を取り合い、より身近な生活の中で行う地域リハビリテ

ーションの考え方を実践した。 
具体的には、障害を受容する中で、生活に適した日常生活動作（ADL）能力

の向上や機能維持・社会活動範囲の拡大など、単なる「機能訓練」だけではな

く、生活ベースの支援の重要性が確認され展開した。 
地域リハビリテーションシステムの誕生 

○昭和60年度「PT・OT派遣システム」の実施 
機能訓練事業の実施には、PT・OTの確保が必要であった。このため、県は、

県リハビリテーション病院・施設協議会をはじめ、県医師会、県官公立病院協

議会、県病院協会、県理学療法士会、県作業療法士会、県市長会、県町村会、

県保健所長会の関係機関・関係団体の協力の中で、「PT・OT派遣システム」（資
料編図-1）を設置し、市町村に対し PT・OTの派遣を実施した。 
 このことにより、全市町村にて機能訓練事業を実施した。 
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全国初に県庁に専門職の確保 

○昭和61年度より、県庁に順次PT・OTを配置 
本庁に昭和 61年度 PT、昭和 62年度 OTを配置し、リハビリテーションの推

進に向けた各種事業の検討を進める体制を整えた。また、平成 9 年度に甲府保
健所、吉田保健所に PTを配置し、リハビリテーションに関する専門職の援助体
制を図った。 
リハビリテーションの啓発 

○平成 3年度「山梨県寝たきりゼロ推進本部」の設置により、各種のリハビリ

テーション事業を展開する。 
 平成 2年度からスタートした「高齢者保健福祉推進十か年戦略」（ゴールドプ
ラン）により、「寝たきり老人ゼロ作戦」が進められ、リハビリテーションの重

要性や「寝たきりゼロへの 10か条」（資料編表-1）を普及した。 
 「リハビリテーション週間」の各種事業を開催し、平成 3年度から 25年度ま
で 34，000人以上が参加している。 
 週間事業の一環として「高校生の一日リハビリテーション体験」は、3，880
人が参加し、この内リハビリテーション養成校への進学は 489 人に及び、県内
出身のセラピストが増加するきっかけになる。また、機能訓練事業利用者や家

族等を対象とし、家から外に出て宿泊経験や他の家族との交流をとおした「二

人三脚ふれあい事業」、「そよ風ふれあい事業」、県内の市町村機能訓練事業参加

者の交流会とした「県リハビリテーション推進交流大会」、関連する多職種で企

画し多職種がグループワークをとおし研修を行う「地域リハビリテーション従

事者研修会」等、山梨県リハビリテーション病院・施設協議会を始め、多くの

関係機関の協力のもと実施している。 
平成 10 年度、県は、地域リハビリテーション推進を図るため、「寝たきり予

防総合推進本部」を設置し「リハビリテーション部会」と「寝たきり予防部会」

を設置し、各種事業を実施した。 
地域リハビリテーション推進事業国の補助事業の実施 

国の補助事業として、平成 12年「地域リハビリテーション推進事業実施要綱」
に基づき、各都道府県の事業として位置づけられた。 
介護予防事業の重要性 

○平成12年度介護予防事業がスタート 

 介護保険制度の円滑な実施の観点から、「転倒・骨折予防」「閉じこもり予防」

「気道感染予防」などが注目され要介護状態に陥ったり、状態の悪化を防止す

るための介護予防事業や生活支援事業が誕生した。 
○健康寿命日本一 
平成 11年厚生省研究班の「65歳平均余命に占める平均自立期間の割合」では、
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男性が全国 1位、女性 2位と「健康寿命」日本一の調査結果を得た。 
平成 15年度県の健康寿命実態調査分析研究会は、山梨県における健康寿命の

要因を解析し、その特徴として、「無尽」に代表されるように「社会的ネットワ

ーク」が良好、「ほうとう」に代表されるように、伝統的な食生活を継承するス

ローフードの習慣があるなど、健康寿命の要因を分析した。 
 今後、より一層の健康寿命の延伸を図るよう、健康寿命実態調査で明らかに

された諸要因を活かしながら、「元気高齢者」対策を推進する必要がある。 
地域リハビリテーション体制の始まり 

○県リハビリテーション支援センターと圏域地域リハビリテーション広域支援

センターを指定 
平成 16年度地域リハビリテーション支援体制整備推進実施要綱に基づき、山

梨県リハビリテーション病院・施設協議会の協力により県リハビリテーション

支援センターと先駆的に峡東地域リハビリテーション広域支援センターを指定

し、県内の地域リハビリテーション支援体制の推進を図った。 
また、平成 19年度には、他の圏域である中北地域リハビリテーション広域支

援センター、峡南地域リハビリテーション広域支援センター、富士・東部地域

リハビリテーション広域支援センターの指定を進め、県内全圏域で地域リハビ

リテーション広域支援センターを指定した。 
○転倒予防教室マニュアル・介護予防プログラムを作成（地域リハビリテーシ

ョン広域支援ンセンター版） 

 介護予防を推進するため、具体的活動内容を明記し啓発を図った。 

○平成17・18年度介護予防早期発見・早期予防モデル事業の実施 
山梨大学、県歯科医師会、地域リハビリテーション広域支援センターの協力

の中、介護予防の早期発見システムとして検診と適切なリハビリテーションの

提供を笛吹市・山中湖村で実施した。 
○国は、地域リハビリテーション推進事業の廃止に伴い、「地域リハビリテーシ

ョン推進のための指針」を策定した。 

老人保健法から健康増進法 

平成 20年度より老人保健法は、高齢者の医療の確保に関する法律に全面改正
され、老人保健法に基づく機能訓練は、健康増進法に基づき健康増進事業とな

り、対象を 40歳から 64歳として実施。65歳からの介護認定を受ける恐れのあ
る二次予防事業対象者については、介護予防プログラムとして、「運動器の機能

向上」「栄養改善」「口腔機能の向上」「閉じこもり予防・支援」「認知症予防・

支援」「うつ予防・支援」へと事業が移行。健康増進事業の機能訓練対象者や市

町村における実施希望は少なく、「ＰＴ・ＯＴ派遣システム」は終了する。 
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○地域支援事業・地域包括支援センターの創設 
平成 18年 4月の改正介護保険法の施行により地域支援事業が誕生し、地域包括
支援センターが創設された。平成 26年 4月現在、県内に 35の地域包括支援セ
ンターがあり、甲府市を除く 26市町村は、全て直営で実施している。 
地域包括ケアシステムの構築 

県・市町村は、団塊の世代が 75歳以上となる 2025年を目途に、重度な要介
護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続ける

ことができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供され

る地域包括ケアシステムの構築を進める必要がある。 
○平成18年度 健康長寿やまなし推進本部の設置 
 健康長寿やまなし推進本部にリハビリテーション部会と介護予防部会を設置

し体制を構築した。 
○平成19年度 元気やまなし健康長寿10か条の策定（P23表-1参照） 
 本県独自に策定した、元気で長生きできる10か条を制定した。 

○平成23～25年度 住民主体の介護予防事業の推進 
 市町村における介護予防を推進支援するため、南アルプス市・富士吉田市・

市川三郷町・富士河口湖町・山梨市・山中湖村をモデルとして住民主体の介護

予防事業を実施する。この事業をベースとして、認知症の予防を推進するため、

平成 26年度は地域型認知症予防プログラムを南アルプス市・大月市・市川三郷
町・富士川町をモデルとして実施している。 
○PT・OT・STバンクの運用 

 平成24年度市町村の地域ケア会議・介護予防の促進を図るため、県内のPT・

OT・STが協力がきるようPT・OT・STバンクを設置した。県に病院、大学、3士

会の登録をし、市町村での活用を促進している。 

平成26年度登録数は、17医療機関、2大学、PT士会3人、OT士会1人、ST士

会3人。 

○平成24年度～25年度 介護・医療連携推進協議会を設置 

 本県の医療・介護・保健・福祉などの関係団体の代表者等で構成する協議会

を設置し、平成 25年度に南アルプス市・大月市をモデル市町村とし、連携ツー
ルの実践検証を図った上で、「地域包括ケアシステムの構築に向けた医療と介護

の連携指針」を策定した。  
○平成26年度 地域包括ケア推進協議会の設置 
県内地域包括ケア体制の構築を目指し、介護・医療連携推進協議会を包括し

た地域包括ケア推進協議会を設置した。 
新しい総合事業の推進 

 平成 27年 4月の改正介護保険法の施行により、従来の一次予防事業と二次予
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防事業を介護予防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）の中の一般介護

予防事業に組み替え、一般介護予防事業の中に地域リハビリテーション活動支

援事業が位置づけられる。   
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地域リハビリテーション等の関連事業の経緯 
年度 法 律 ・ 通 知 等 山梨県内の取り組み状況 
昭和 
38 
46 
53 

 
 
 
 

54 
 
 
 
 
 
 
 

57 
 
 
 

60 
 
 
 

61 
 
 

62 
 

平成 
元年 

2 
 
 
 
 

3 
 
 

4 
 
 
 
 
 
 

5 

 
老人福祉法の策定 
在宅老人機能回復訓練事業の助成 
老人保健医療総合対策開発事業 
・老人健康教育 ・老人健康診査 
・老人健康相談 ・在宅老人家庭看護訪問指導 
・医療費の支給 ・在宅老人機能回復訓練 
その他 
福祉のまちづくり推進事業開始（県単独補助事

業） 
・推進体制整備事業 
・老人のしあわせの里づくり推進事業 
・障害者の住みよいまちづくり推進事業 
・明るい母子・父子家庭づくり推進事業 
老人保健法の制定 
・健康手帳の交付 ・健康教育 
・健康相談    ・健康診査 
・機能訓練    ・訪問指導 
老人保健法 保健事業第１次５カ年計画 
（Ｓ57～61年度） 
 
 
 
 
 
 
保健事業第２次５カ年計画（Ｓ62～Ｈ3年度）「寝
たきり老人及び痴呆性老人対策の強化、機能訓練

訪問指導等の積極的推進を図る」社会福祉関係八

法の改正 
高齢者保健福祉推進十か年戦略（ゴールドプラ

ン）「寝たきり老人ゼロ作戦」の展開 
「地域における機能訓練を受けやすくするため

の体制の整備を図り、希望する者誰もが機能訓練

が受けられるようにする。 
保健事業第３次８カ年計画 
（Ｈ４～11年度） 
「在宅の痴呆状態にある者への訪問指導対象の

拡大、訪問指導の一環として訪問「口腔衛生指導」

の位置づけ、機能訓練対象者の把握の徹底等につ

いて検討を進めるほか、機能訓練の未実施市町村

の解消を図っていく。」 
老人保健福祉計画の策定 
 

昭和 
 
 
甲府市・大月市・大泉村などいくつかの市町 
村において、機能回復訓練が始まる。 
 
 
 
補助対象事業に機能回復訓練事業があり、い 
くつかの市町村において事業を開始する。 
 
 
 
58年度 
PT（非常勤職員）を１人保健予防課に採用。 
モデル町（三珠町）の事業推進を通して実施 
可能な機能訓練事業のあり方を探る。事業の 
手引書として「機能訓練マニュアル」を作成。 
機能訓練事業説明会の開催。 
60年度 
「山梨県地域医療計画」の制定 
民間病院の協力により「PT・OT派遣システ 
ム」の実施。 
61年度 健康増進課 PT１名採用 
機能訓練マニュアル（改訂版）の作成。 
62年度 健康増進課 OT１名採用 
「山梨県地域保健医療計画」の制定 
平成元年 
「ヘルシーやまなし健民プラン」の策定 
 
 
 
 
 
3年度 
「山梨県寝たきりゼロ推進本部」の設置 
「リハビリテーション週間」の開催 
4年度 
「脳卒中情報システム」の実施 
「山梨県地域保健医療計画」の改正 
「二人三脚ふれあい事業」の開催 
「あい・あい・あい事業」の開催 
 
5年度 
「山梨県障害者幸住県計画」策定 
「山梨幸住県計画」策定 
（基本計画＝Ｈ6～Ｈ15までの 10年間） 
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年度 法 律 ・ 通 知 等 山梨県内の取り組み状況 
 
 
 

平成 
6 
 
 
 
 
 
 
 
 

8 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

10 
 
 

11 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

12 
 
 

13 
 
 
 

14 
 
 

 
 
 
地域保健法の改正 
 「地域保健対策の推進に関する基本的指針 
を明確する。」 
高齢者保健福祉推進十か年戦略の見直し（新ゴー

ルドプラン） 
「新寝たきり老人ゼロ作戦」の展開 
「寝たきり老人を予防し、高齢者の自立を積極

的に支援する観点から、地域におけるリハビリテ

ーション実施体制の強を図る。」 
機能訓練Ａ型（基本型）の他にＢ型（地域参加型）

を新設。 
老人保健福祉計画の見直し 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
地域リハビリテーション支援体制整備推進事業

の実施 
 
今後５か年間の高齢者保健福祉政策の方向 
（ゴールドプラン 21）の策定 
 
 
 
 
 
 
 
 
介護保険法施行 
保健事業第４次５ヶ年計画 
（計画期間＝Ｈ12～Ｈ16年度） 
介護予防事業の創設 
「回復期リハビリテーション病棟」の創設 

（第一次実施計画＝Ｈ6～Ｈ10までの 5年間） 
「長寿やまなし県民憲章」制定 
「県・市町村による老人保健福祉計画」 
6年度 
「長寿やまなしプラン 21」策定 
（計画期間＝Ｈ７～Ｈ15までの 9年間） 
 
７年度 
「そよ風ふれあい事業」の実施 
 
 
 
8年度 
地域リハビリテーション強化推進事業の実施

「機能訓練事業強化事例集」の作成 
「地域リハビリテーションの進め方」ビデオ 
の作成 
「PT・OT学生の宿泊研修会」の開催 
9年度 
「山梨幸住県計画第２次実施計画」策定 
（実施計画＝Ｈ10～Ｈ14までの 5年間） 
長寿社会課に OT配置 
甲府保健所、吉田保健所に PTを配置 
やまなし障害者プラン策定 
「山梨県地域保健医療計画」の改正 
10年度 
地域リハビリ調整者養成研修事業の開催 
地域リハビリテーション推進交流大会の開催 
11年度 
「長寿やまなし高齢者支援計画 
「山梨県老人保健福祉計画」策定 
（計画期間＝Ｈ12～Ｈ16までの５年間） 
「山梨県介護保険事業支援計画」策定 
（計画期間＝Ｈ12～Ｈ16までの５年間） 
「機能訓練事業の推進」の作成 
12 年度 介護保険法の施行に伴い、市町村機
能訓練事業の進め方について説明,「健やか山
梨 21」の策定 
13年度 新たに「山梨県寝たきり予防総合推
進本部」を設置し、本部の中に「リハビリテ

ーション部会」「寝たきり予防部会」を設ける。 
介護予防指導者養成研修会の開催 
14年度 
「健康長寿やまなしプラン」の策定 
（山梨県高齢者保健福祉計画） 
（山梨県介護保険事業対策計画） 
（長寿やまなしプラン 21） 
「山梨県地域保健医療計画」の改正 
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年度 法 律 ・ 通 知 等 山梨県内の取り組み状況 
平成 

14 

 

15 

 

 

16  

 

 

 

17  

 

18 

 

 

 

19 

 

 

 

 

 

20 

 

 

 

 

 

 

 

23 

 

 

 

24 

 

 

25 

26 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
三民一体改革により、国の補助事業が平成 17年
度をもって廃止 
障害者自立支援法制定 
介護保険法に基づく地域支援事業の創設 
市町村に新たに地域包括支援センターを創設、介

護予防事業の新たな取り組み。「地域リハビリテ

ーション推進のための指針」施行 
 
 
 
 
 
 
 
老人保健法を廃止し、健康増進法へ 
地域包括ケア研究会（田中滋座長）が、「地域包

括ケア研究会報告書」を公表 
 
 
 
 
 
 
障害者基本法の一部改正 
 
 
 
 
 
 
 
 
医療介護総合確保推進法の制定 
介護予防・日常生活支援総合事業ガイドラインを

公表。一般介護予防事業の中に地域リハビリテー

ション活動支援事業を創設 

 

 
14年度 「地域リハビリテーション推進のた
めの行動指針」策定（H15.3） 
15 年度 山梨大学大学院山縣然太朗教授の
健康寿命実態調査研究班にて、本県は健康寿

命日本一であることを発表。 
16年度 「山梨県リハビリテーション支援セ
ンター（山梨県リハビリテーション病院・施

設協議会）」、「峡東圏域地域リハビリテーショ

ン広域支援センター（甲州リハビリテーショ

ン病院）」を指定 
17～18年度 介護予防早期発見・早期予防モ
デル事業の実施  
18 年度 健康長寿やまなし推進本部にリハ
ビリテーション部会、介護予防部会を設置 
PT・OT・ST派遣システムの終了 
 

19年度 3圏域の地域リハビリテーション広
域支援センターを指定 
元気やまなし健康長寿 10ヶ条を策定 
中北（竜王リハビリテーション病院）、峡南（し

もべ病院）、富士・東部（富士吉田市立病院）

の指定（研修会・連絡会議・市町村支援） 
 
20年度 山梨県立大学小田切陽一教授より、
引き続き県が健康寿命日本一であると発表。 
21年度 4圏域の地域リハビリテーション広
域支援センターで、相談事業に加え・研修会・

連絡会議・市町村支援を実施する。 
22 年度 高次脳機能障害者支援センター運
用 
22年度 富士・東部圏域の指定先を「ツル虎
ノ門外科・リハビリテーション病院」に指定 
23 年度 山梨県地域包括ケアシステムの構
築 住民主体の介護予防事業を推進、この他

に、新たに介護予防サービス質の向上研修、

介護予防支援システム事業の推進を図る。 
24 年度 新たに、先進技術活用調査事業、
PT・OT・STバンク事業を運用 
24～25年度 介護・医療連携推進協議会を設
置し、平成 25年度「地域包括ケアシステムの
構築に向けた医療と介護の連携指針」を策定 
26年度 地域包括ケア推進協議会の設置 
新たに認知症予防の推進として、地域型認知

症予防プログラムの方策を図る。 
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   （資料編 表-1） 

                             

                                              
 

 

 

第１条 

 脳卒中と骨折予防 

 寝たきりゼロへの第一歩 

 第6条 

「手は出しすぎず 目は離さず」が介護の基本 

 自立の気持ちを大切に 

   

第２条 

 寝たきりは 寝かせきりから 作られる 

 過度の安静 逆効果 

 第７条 

 ベッドから 移ろう移そう 車椅子 

 行動広げる 機器の活用        

   

第３条 

 リハビリは 早期開始が 効果的 

 始めよう ベッドの上から訓練を 

 第８条 

 手すりつけ 段差をなくし 住みやすく 

 アイデア生かした 住まいの改善 

   

第４条 

 くらしの中での リハビリは 

 食事と排泄、着替えから 

 第９条 

 家庭でも社会でも よろこび見つけ 

 みんなで防ごう 閉じ込もり 

   

第５条 

 朝おきて 先ずは着替えて 身だしなみ 

 寝・食分けて 生活にメリとハリ 

 第10条 

 進んで利用 機能訓練 デイ・サービス 

 寝たきりなくす 人の和 地域の輪 

 

平成３年３月「寝たきりゼロへの10か条」策定委員会は、厚生省の依頼を受け、

「寝たきり老人ゼロ作戦」による寝たきり予防の啓発活動を推進するため、10

か条を策定しました。 

寝たきりを予防する上で基本となる点は、 

（1）脳卒中や骨折等、寝たきりに導く原因疾患の発生を防止すること。 

（2）早期リハビリテーションの普及等により原因疾患発生後に、それにより生 

じる障害を最小限にとどめること。 

（3）障害が残っても、障害の悪化を防止し、社会復帰を促すためあらゆる方策

を用いて積極的に「動かす」こと。 

 
 

寝たきりゼロへの 10か条 



67 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資
料
編
図
‐

1)
 
 
 
 



68 
 

地域リハビリテーション支援体制整備推進実施要綱 
 
１ 目 的 

高齢者が、住み慣れた地域や家庭において生き生きとした生活を送るこ

とができるよう、いつでもどこでも誰でもリハビリテーションを受けるこ

とができる環境を整えるため、地域リハビリテーションに関する支援体制

を整備する。 
 
２ 実施主体 山梨県 
 
３ 事業内容 
（１）山梨県リハビリテーション支援センターの指定 
 

県は、「地域リハビリテーション推進のための指針」（平成１８年３月３１

日老老発第０３３１００５号厚生労働省老健局老人保健課長通知）に基づき

健康長寿やまなし推進本部リハビリテーション部会（以下「リハ部会」とい

う。）の意見を聴き、全県を対象としたリハビリテーション体制を支援する機

関として、「山梨県リハビリテーション支援センター（以下「支援センター」

という。）」を１箇所指定する。 
支援センターにおいては、次の事業を実施する。 

 
a 地域リハビリテーション広域支援センター（以下「広域支援センター」
という。）への支援 

b 関係団体及び医療機関との連絡調整 
c 地域リハビリテーション従事者研修事業  
d その他必要な事業 

 
（２）地域リハビリテーション広域支援センターの指定 

 
県は、「地域リハビリテーション推進のための行動指針（以下「行動指針」

という。）」（平成１５年３月）における指定基準に基づき、リハ部会の意見を

聴き、地域リハビリテーション体制の支援機関として、広域支援センターを

各高齢者福祉圏域ごとに１箇所指定する。 
広域支援センターにおいては、次の事業を実施する。 

 
a 相談事業 
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b リハビリテーション実践研修会 
c 県・市町村が行う保健福祉事業への協力 
d 地域リハビリテーション連絡会（※）の開催 

 
※ 行動指針を基本としながら、関係者のネットワークづくりをはじめ、実

情に応じた連携体制を整備するため、リハビリテーション関係団体、関

係機関等から構成する。 
 
（３）その他 
この要綱に定めるほか、必要な事項は福祉保健部長が別途定める。 

 
 
附 則 
この要綱は、平成１６年４月１日より実施する。 

附 則 
この要綱は、平成１８年４月７日から施行し、平成１８年４月１日から適

用する。 
附 則 
この要綱は、平成１９年７月６日から施行し、平成１９年４月１日から適

用する。 
附 則 
この要綱は、平成２０年４月２１日から施行し、平成２０年４月１から適

用する。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



70 
 

健康長寿やまなし推進本部設置要綱 
 
  （設 置） 
   第１条 高齢者が、住み慣れた地域や家庭において生き生きとした生活を送ること

ができるよう、介護予防対策や地域リハビリテーション対策を更に推進する 

とともに、市町村及び関係団体との連携を図り地域の高齢者やその家族のみな 

らず、広く一般県民に「健康長寿」や介護予防の重要性について普及啓発活動 

等を行うことを目的として、「健康長寿やまなし推進本部」（以下「本部」と 

いう。）を設置する。 

 
  （所管事項） 
  第２条  本部の所管事項は、次のとおりとする。 
     (１)介護予防事業の円滑な推進に関すること。 
     (２)介護予防事業の評価に関すること。 
     (３)地域リハビリテーション事業の体制整備や事業の円滑な推進に関すること。 
     (４)その他、介護予防、リハビリテーション等の推進に関すること。 
 
  （構 成） 
   第３条  本部は、保健・医療・福祉等関係団体の代表者及び関係行政機関の代表 
     者等のうちから、知事が委嘱し、または任命した者をもって構成する。 
 
  （委員の任期） 
   第４条  委員の任期は、２年とする。 
   ２  補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
 
  （本部長及び副本部長） 
   第５条   本部に本部長及び副本部長を置く。 
   ２  本部長には福祉保健部長を、副本部長には福祉保健部次長をもって充てる。 
   ３  本部長は、本部の会務を総理し、会議の議長となる。 
   ４  副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故あるときには、その職務を代 
   理する。 
 
  （会 議） 
   第６条   本部の会議は必要に応じて本部長が召集する。 
 
  （部 会） 
   第７条   本部に、次の部会（以下「部会」という。）を置く。 
      （１）介護予防部会 
      （２）リハビリテーション部会 
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    ２  部会は、福祉保健部長が委嘱及び任命する委員をもって構成する。 
    ３  部会に部会長及び副部会長を置き、部会長は本部長の指名により選任し 
      副部会長は部会長が指名する。 
    ４  部会長は、会務を総理し、会議の議長となる。 
    ５  副部会長は部会長を補佐し、部会長に事故あるときには、その職務を代 
      理する。 
    ６  部会は本部長が召集する。 
 
  （委員以外の出席） 
    第８条  本部長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、 
      説明又は意見を聴くことができる。 
 
  （庶 務） 
    第９条  本部の庶務については、福祉保健部長寿社会課において行う。 
 
  （その他） 
    第10条  この要綱に定めるもののほか、本部の運営に関し必要な事項は、本部 
      長が別に定めるものとする。 
 
  附 則 
   この要綱は、平成１９年７月４日より施行する。 
 附 則 
   この要綱は、平成２１年５月１３日より施行する。 
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　　　　　　　　　平成26年度健康長寿やまなし推進本部委員名簿

H25～26 部会名

本部長 山下　　誠 山梨県福祉保健部長

副本部長 秋山　剛 山梨県福祉保健部次長

委員 中澤良英 県医師会 介護予防部会

委員 石原準子 県看護協会 介護予防部会

委員 花形哲夫 県歯科医師会 介護予防部会

委員 田草川憲男 県栄養士会 介護予防部会

委員　　 山縣然太朗 学識経験者（山梨大学医学部） 介護予防部会

委員 小田切陽一 学識経験者（県立大学） 介護予防部会

委員 横内まつ子 認知症の人と家族の会 介護予防部会

委員 江間知羞子 県老人クラブ連合会 介護予防部会

委員 末木浩一 県社会福祉協議会 介護予防部会

委員 小池清美 甲斐市地域包括支援センター 介護予防部会

委員 鈴木　操 山梨市地域包括支援センター 介護予防部会

委員 増原美穂子 身延町地域包括支援センター 介護予防部会

委員 岡部正樹 大月市地域包括支援センター 介護予防部会

委員　　 曽根順子 県リハビリテーション病院・施設協議会 リハビリテーション部会

委員 石原準子 県看護協会 リハビリテーション部会

委員 小林伸一 県理学療法士会 リハビリテーション部会

委員 山本伸一 県作業療法士会 リハビリテーション部会

委員 内山量史 県言語聴覚士会 リハビリテーション部会

委員 雨宮良一 県医療社会事業協会 リハビリテーション部会

委員 横山　宏 県老人保健施設協議会 リハビリテーション部会

委員 鷲見よしみ 県介護支援専門員協会 リハビリテーション部会

委員 甘利俊明 県介護福祉士会 リハビリテーション部会

委員 小池清美 甲斐市地域包括支援センター リハビリテーション部会

委員 鈴木　操 山梨市地域包括支援センター リハビリテーション部会

委員 増原美穂子 身延町地域包括支援センター リハビリテーション部会

委員 岡部正樹 大月市地域包括支援センター リハビリテーション部会

事務局 健康増進課

中北保健福祉事務所

峡東保健福祉事務所

峡南保健福祉事務所

富士・東部保健福祉事務所

長寿社会課

所属及び職名
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山梨県地域包括ケア推進協議会設置要綱 

 
（目的） 
第１条 健康長寿やまなしプラン及びその部門計画である認知症対策推進計画の策定並び

に山梨県における地域包括ケアシステムの推進に当たり、広く学識経験者、保健・医療・

福祉関係者等の意見を求めるため、「山梨県地域包括ケア推進協議会」（以下「協議会」

という。）を設置する。 
 
（所掌事項） 
第２条 協議会の所掌事項は、次のとおりとする。 

(1) 山梨県における高齢社会対策への長期ビジョンの提言 
 (2) 山梨県高齢者福祉計画案の検討 
 (3) 山梨県介護保険事業支援計画案の検討 
 (4) 山梨県認知症対策推進計画案の検討 

(5) 山梨県における地域包括ケアシステムの推進 
(6) その他必要とする事項 

 
（構成） 
第３条 協議会は、別表に掲げる各分野の関係団体・学識経験者等から、知事が委嘱する

委員をもって構成する。 
２ 委員の任期は３年間とし、再任を妨げないものとする。ただし、委員が欠けた場合に

おける補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
 
（会長等） 
第４条 協議会に会長及び副会長を置く。 
２ 会長及び副会長は、委員の互選によってこれを定める。 
３ 会長は協議会を代表し、会務を総理する。 
４ 副会長は会長を補佐し、会長に事故ある時は、その職務を代行する。 
 
（会議） 
第５条 会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 
２ 議長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、意見を聴く

ことができる。 
 
（庶務） 
第６条 協議会の庶務は、山梨県福祉保健部長寿社会課において行う。 
 
（その他） 
第７条 この要綱に定めるもののほか、協議会の議事及び運営に必要な事項は会長が定め

る。 
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附 則 
この要綱は、平成２６年５月９日から施行する。 

別 表（第３条関係） 
 

分  野 団 体 等 の 名 称 

医 療 関 係 

山梨県医師会 
山梨県歯科医師会 
山梨県薬剤師会 
山梨県看護協会 
山梨県民間病院協会 
山梨県精神科病院協会 
山梨県官公立病院等協議会 
山梨県リハビリテーション病院・施設協議会 
山梨県理学療法士会 
山梨県作業療法士会 
山梨県言語聴覚士会 
山梨県国民健康保険団体連合会 

保 健 関 係 

山梨県栄養士会 
山梨県医療社会事業協会 
山梨県精神保健福祉士協会 
山梨県老人保健施設協議会 

福 祉 関 係 

山梨県社会福祉協議会 
山梨県民生委員児童委員協議会 
山梨県老人クラブ連合会 
山梨県老人福祉施設協議会 
山梨県ホームヘルパー協会 
山梨県社会福祉士会 
山梨県介護福祉士会 
山梨県社会福祉法人経営者協議会 
山梨県介護支援専門員協会 

その他学識経験者等 

山梨県市長会 
山梨県町村会 
認知症の人と家族の会山梨県支部 
学識経験者（保健医療） 
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本指針は、山梨県ホームページからダウンロードできます 
http://www.pref.yamanashi.jp/chouju/chiikihoukatukea.html 

http://www.pref.yamanashi.jp/chouju/chiikihoukatukea.html

